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1．対外的スポーツ施策に関する問題設定

スポーツの外交的効果・機能に着目する議論は、いわゆる「非スポーツ的な目

的に対するスポーツの利用」（Horne and Manzenreiter 2006 : 15）に関する一連の

問題設定のうちに位置づけられ、その非スポーツ的な目的の選択肢として国民形

成や経済発展などとともにサブカテゴリーを形成するが、それらは相互に重なる

部分がある。また、スポーツと政治の関係を国内領域におけるものと国際的・グ

ローバルな文脈におけるものに区分すれば、スポーツ外交という概念は後者に該

当するが、実際には前者の効果を期待する政府が後者の分野で政策を遂行すると

いう実態もみられる1（Eggeling 2020 ; Grix et al. 2019 ; Kobierecki 2020）。この

ように、本論で取り上げる「スポーツ外交に関する現代的な認識枠組」は、昨今

の動向を反映した広義の対外的スポーツ政策を対象としつつ、その概念を取り巻

く関連諸分野間の相互作用を含むものとなっている。

───────────
１ たとえば、Grix et al.（2019）は、先述の SMEs を政策立案する際に持ち出される正
当化の言説を次の 5点から整理する。それは、1．経済効果、2．都市再開発、3．国民
アイデンティティの高揚・自信の獲得、4．スポーツその他の健康増進活動に国民が積
極的に参加するようになること、5．国際的な威信と「ソフトパワー」の獲得、であり、
5．以外はすべて国内的な効果である。また、Eggeling（2020 : 115）は、権威主義的で
非民主主義的な政府が SMEs を主催することで、「諸外国が自国を認める機会を作るこ
とができた」という理由をもって国内での政府批判を抑えようとする事例を紹介してい
る。
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国際的な文脈におけるスポーツの政治利用という表現から具体的に想起されや

すい事例のひとつとして、スポーツ・メガイベント2（sports mega-events :

SMEs）の開催、なかでもオリンピックを挙げることができるだろう。オリンピ

ックは、1984年のロサンゼルス大会以降進展が指摘される商業化の趨勢のなか

で、開催国に肯定的な経済効果をもたらすことが期待され、それゆえ各国（の開

催候補都市）は招致にしのぎを削ることになる、とも考えられてきた。経済効果

とは、大まかには「招致にいたる準備（プレゼンへ向けたコンサル費用、関連イ

ベント開催、関係者の視察・招待旅費等）・招致決定後の経費（道路・鉄道を含

む都市インフラ再整備、競技・宿泊施設建設・設営、関係者雇用等）」を「大会

前後（たとえば開催期間を起点に前後 6か月ずつ）のインバウンド効果、チケッ

ト収入、雇用創出、関連消費の拡大等」から引いた数字がプラスであることで生

じる。これは計算の仕方（や動機）によって多様な解が得られる漠然とした式で

あるにせよ、否定的なデータも多く出されてきた。たとえば 2012年ロンドン夏

季大会では 1兆 8千億円を費やしたが収入は 5200億円、2010年バンクーバー冬

季大会は 7600億円の支出に対して収入は 2800億円、2008年北京夏季大会は 4

兆円以上かけて準備したが 3600億円の収入と推計されている3。2016年リオ大会
───────────
２ 観客動員数、テレビ視聴者数、収益等の基準からグローバルに注目されるスポーツイ
ベント。夏季・冬季オリンピック、サッカー W 杯、サッカー欧州選手権、アジア大会
などが含まれる。さらにギガイベント（オリンピック）、メガイベント（W 杯、欧州選
手権、アジア大会）、その下にメジャーイベント（ラグビー W 杯、コモンウェルス
ゲームズ、スーパーボウル）という区分を持ち込む視点もある（Müller 2016）。一方
で、収益やテレビ視聴者数は客観的な数値から比較できるが、その基準を重視すれば、
全米カレッジバスケットボールや全米カレッジフットボール、カーレースのデイトナ
500や競馬のケンタッキーダービーなども検討対象となり、グローバルな認知・認識と
いう観点からは SMEs に含めるかどうかの線引きが難しくなるという見方もある
（Maennig and Zimbalist 2012）。
３ 本論文中に提示される金額は便宜的に 1ドル＝100円で換算。Council on Foreign Re-
lations.“The Economics of Hosting the Olympic Games.”（https : //www.cfr.org/backgrounder
/economics-hosting-olympic-games, 2022年 2月 10日アクセス）
北京大会の準備費用は各段に大きいが、そこには大規模な都市再開発（1兆 1千 250

億円）に加えて、道路・鉄道・空港の整備・敷設費用（2兆 1千 500億円）がかかって
いる（Reuters.“Beijing opens new subway lines for Olympics.”https : //www.reuters.com/ar-
ticle/us-china-subway-beijing/beijing-opens-new-subway-lines-for-olympics-idUSSHA

30105120080719）。
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は、当初の予算 2800億円を大幅に超過した 1兆 3100億円を支出し4、開催から 1

年後の時点で 4000億円の債務を負っていると報じられた5。コロナ禍の中で開催

された 2020年東京大会の経済効果について肯定的な数字を期待するのはむずか

しいが、開催費用が年々拡大するなかで、1984年のロサンゼルス大会以来（同

大会を除き）黒字であった事例がない6ことを考えれば、オリンピック招致・開

催を現代的なポトラッチ7の一形態と見なすことすら、あながち冗談といえない

だろう。SMEs の経済効果を比較検討した Zimbalist（2015）は、SMEs は実際に

は短期的な収入しかもたらさず、開催によって期待される長期的な利益（観光、

貿易、外国投資）はほとんど生じないと結論づけ、その短期的な収入すら、開催

形態によって「非常に否定的（大赤字）」から「かろうじてプラス」の範囲内に

位置づけられるとしている。

つまり、SMEs は一般に想定される経済効果をもたらす機会としては疑わしい

ことが先行事例を分析した関連研究から明らかであるにもかかわらず、各国政府

は、こうした SMEs やその他のスポーツ施策を政治的アジェンダとして設定し、

相応の国家予算を投じ、それを通じて何らかの国益（と主張されるもの）を積極

的に追求するのである。それは、あるアメリカの外交官のスピーチに見られるよ

うに、「スポーツは文化や民族を超えて関係を構築するための強力な媒体であり、

互いを尊重し、忍耐、共感、規律、機会の平等、法の支配といった価値を共有す

るポジティブなメッセージを伴うものだ。スポーツはより多くのやり方で、「ア

メとムチ」より効果的な外交政策の資源になる」8（Murray 2019 : 63）という視点
───────────
４ The Guardian.“Rio’s Olympic venues, six months on— in pictures.” https : / / www.
theguardian. com / sport / gallery / 2017 / feb / 10 / rios-olympic-venues-six-months-on-in-pictures
（2022年 2月 10日アクセス）．
５ AP.“Rio Olympics organizers seeking IOC help with debt.”https : //www.usatoday.com/
story / sports / olympics / 2017 / 07 / 05 / rio-olympics-look-to-ioc-for-help-with-40-million-debt /
103439402/（2022年 2月 10日アクセス）．

６ Council on Foreign Relations.“The Economics of Hosting the Olympic Games.”https : //
www.cfr.org/backgrounder/economics-hosting-olympic-games（2022年 2月 10日アクセス）．

７ 北米先住民の文化的習慣であり、誕生、死、家の新築、首長の就任等に際して行われ
る儀礼において、近隣の社会集団を招いて行われる大盤振る舞いの宴席と気前の良い贈
り物を指す。受け取った側は次の機会により多くの財を送り返し、面子を保ち、威信を
高めようとする。競覇的（型）贈与とも呼ばれる。

８ 元駐デンマーク・アメリカ大使 Jim Cain によるハーグ外交会議（2009年 6月 18-20
日）における発言（‘Hoop Diplomacy’）。
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にもとづき正当化されることもあるだろう。この場合、引用箇所の前半は必ずし

もスポーツを取り巻く実態を反映しているとはいえないかもしれないが（次節を

参照）、後半については本論の問題設定と密接に関連する。あるいは近代的なス

ポーツ外交の古典的事例としてしばしば言及される、ナチス・ドイツによるベル

リン・オリンピック（1936年）を通じた国家プロパガンダや冷戦期の東側諸国

で実施された組織的なドーピングを通じた競技成績向上政策、米中の関係改善の

きっかけとなったとされる「ピンポン外交」（1971-72年）等は、各国政府が、

国際政治の舞台における外交的思惑・目標を実現するためにスポーツイベントや

競技成績を活用する事例を示している。

ここで期待されている効果は、（少なくとも短期的な）経済的利得ではない。

逆に言えば、金銭的に手に入れることのできるものでない。その一方で、実施に

よる効果が必ずしも確実──あるいは客観的に測定できる──といえるものでも

ない。国際政治のレベルで行われるスポーツ施策には、経済的な効果を（間接的

には）想定しつつも、場合によってはそれとは別の理由により選択される側面が

ある。そして、費用対効果の想定が曖昧であっても、さらには手段と目的の因果

関係が不確かであったとしても実施されてきたのである。

一方、冷戦終了後の各国政府による国際的／グローバルな文脈における対外的

なスポーツ関連政策については、先述のような古典的なスポーツ外交の手法・関

心とは性格を異にする取り組みも注目されるようになっている。主としてソフト

パワー（soft power）、パブリック・ディプロマシー（public diplomacy）、ネイシ

ョン・ブランディング（nation branding）という概念・認識枠組が、相互に関連

しあいながら、そうした政策に関する実務と現状分析の双方に用いられている。

これらは国際政治における個々の要請やグローバルな課題解決にスポーツが果た

す──より正確には、果たすことが期待される──役割について説明するために

提起された枠組ではなく、各国の対外政策全般に浸透しつつある認識の変化とそ

の方向性を説明しようとするものだが、その具体的な政策オプションとして、ス

ポーツに関連するものも含められる。ここであえてスポーツの政治的利用という

定型表現を用いるならば、その利用のされ方、利用の理由が変化している、と考

えられている9（Postlethwaite and Grix 2016）のであり、とりわけ新興国において

───────────
９ スポーツに対するフレーミングの変化を指す。たとえば外国の軍事勢力が到着した↗
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スポーツを用いた対外政策が盛んになりつつある状況についてはあまり研究が進

んでいないとされる（Grix and Lee 2013）。

本論は、このような文脈において、「古典的なスポーツ外交のバリエーション」

と「現代的な対外政策に要請されるスポーツの機能」の相違点を整理したうえ

で、これまで十分に検討されてきていない上記 3つの枠組相互の関係を明確化す

ることを目的とする。上記の概念・認識枠組については、互いに共通する側面も

あり、3つのうちの 2つを関連づけて説明がなされることはある（Cull 2019 ;

Eggeling 2020 ; Kobierecki 2020 ; Nye 2008）ものの、管見によれば 3つの論理的

関係を整理した認識図式はこれまでに提出されていないことから、本論のアプ

ローチに理論的な意義を認めることができる。さらに、ソフトパワーやパブリッ

ク・ディプロマシー、ネイション・ブランディングといった視点にとって、ス

ポーツ関連政策が有する（持ちうる）特有の性格は何であり、なぜスポーツが同

時代的な政策オプションとして重要な位置を占めているのか、という点について

社会学的な考察を加える。

2．古典的なスポーツ外交

スポーツ外交の通史をまとめた Murray（2019）によれば、研究対象としての

スポーツ外交というカテゴリーの一般化は比較的新しい動向である。2000年代

に入るまでは、スポーツは国際政治および外交研究のなかで「とるに足らないも

の」とされており、関連研究においては理論的な考察が加えられることもなく、

該当する事例が羅列されるだけであったというのである（Murray 2019 : 3）。

Murray はローマやギリシャといった時代にまで遡ってスポーツの政治利用に該

当する事例を見出しているが、ここで近代国家間における近代スポーツを対象と

する冷戦終了までの期間に見られる施策を取り上げれば、主なパターンを次のよ

うに整理できる。

①政治的に対立・緊張関係／膠着状態におかれた二国間の交流の（インフォー

マルな）窓口としてスポーツの機会が用いられる

───────────
↘ときに、（調停へ向けた）介入と言うか、侵略、秩序維持行動、さらには解放と呼ぶか
－どのようなフレームの中で言及するか－で、当該行為の受け取られ方、そしてその後
に続く反応の方向性が変わってくる（Cull 2019 : 43）。
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②国内状況の肯定的側面を強調する対外的プロパガンダの一環として SMEs

を開催する

③政治体制・国家運営の正しさを証明する手段として国際大会での競技成績を

喧伝する

④国際的な場において国民と国家を代表する資格の政治的正当性を承認する

以下、上記の各パターンに該当する具体例を取り上げ、それぞれの特徴を把握

しつつ相互の関係性を整理する。

2-1．政治的な緊張関係／膠着状態におかれた二国間の交流の窓口としてスポー

ツの機会が用いられる

政府間の外交的膠着状態に対するアイスブレーカーとしてのスポーツ利用

（Postlethwaite and Grix 2016 : 298）の典型例として参照されるのが、米中の二国

間関係、さらには中国の国際的なポジションが変化するきっかけとなった「ピン

ポン外交」である（Kobierecki 2020 : 50-52 ; Murray 2019 : 79）。1971年に日本で

開催された世界卓球選手権時に偶発的なコミュニケーションを交わした選手を通

じて米中両政府が接触を図り、まず中国政府がアメリカの卓球チームを招待し

た。その後、ニクソン政権は 20年におよぶ国交断絶を解き、1年後にはバスケ

ットボールの試合が企画され、政府間の公式交渉が促進されることになった。こ

れらの交流に続いて中国と他国との関係にも変化が生じ、それまで約 30であっ

た国交締結国は 100以上に増加した。

類比しうる事例としては、インドとパキスタンの間で行われてきた「クリケッ

ト外交」がある。両国は 1947年の独立以降、4度の交戦を経ているが、その間

にクリケットの対外試合を通じて緊張緩和を果たしたケースが見られた。なかで

も直截的に武力衝突回避に活用されたのが、1987年 2月の事例である（Ko-

bierecki 2020 : 53-54 : Murray 2019 : 71）。印パ紛争の危機が核戦争へとエスカ

レートする恐れが高まった時期に、ちょうどクリケットのテストマッチ（5か国

対抗戦）が開催されることになっていた。パキスタンのジア＝ウル＝ハク大統領

は開催地のジャイプールを電撃訪問し、インドのラジブ＝ガンディー首相と試合

を観戦しながら会談し、結果として双方は軍を撤退させた。その後、両国は

2002年にカシミール問題の悪化により武力紛争の危機が再燃した際にも、クリ

ケットの二国間マッチを設定し、それに続いて国境と安全保障交渉の再開にこぎ
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つけた。

このように表舞台での外交交渉ルートが閉ざされている状況において、スポー

ツゲームというややインフォーマルな場を通じて政治的交渉を継続・再開すると

いうパターンは、他にも冷戦期のアメリカとソ連（とくに陸上とバスケットボー

ル分野での交流試合）、中国と韓国（韓国の代表が中国と公式の場で交流するこ

とに北朝鮮が反対する中、中国で開催された 1984年のテニス・デニス杯で対戦

した）、アメリカとキューバ（野球を通じた二国間交流）、トルコとアルメニア

（正式な外交ルートが閉ざされる中で両国首脳はサッカーの試合でインフォーマ

ルな会談の場を持ってきた）等が挙げられている（Kobierecki 2020 : 52-75）。

このようなパターンにおいて、スポーツを通じた交流の機会は「リスクが少な

く、費用もかからず、注目を集めやすい」（Murray 2019 : 73）。スポーツ選手や

チームはいわば斥候として送り込まれ、相手方の反応がどのようなものかを反映

させるツールになる。それがうまくいけば、味方の本隊（外交団）が登場するの

だと Murray は言う。これは当該交渉に対して国内の反対が大きい場合にも用い

られる選択肢になる。

興味深いのは、両国がいずれも強豪国である得意種目を選んでいるケース（印

パのクリケット、米国とキューバの野球）、いずれかの国にとって得意種目とな

っているケース（米中の卓球とバスケットボール）、さらにはいずれの国も弱く、

関心がもたれず、勝敗が重要でない種目が用いられるケース（中韓にとってのテ

ニス）が含まれていることである。逆に言えば、両国ともに強豪国である場合は

両国国民の関心も高いため、（1987年の印パ間の事例に該当する）停戦のような

喫緊の目的に対する象徴的な役割を期待されており、いずれかが優位であること

が明らかな場合は儀礼的・長期的な役割が見込まれている、とみなすのは比較的

容易である。両国ともに「不得意種目」である場合は、ゲーム（の勝敗）が有す

る重要性・象徴性は低く、とはいえ（交渉のための）接点をもつことに一定の必

然性ないし外在的理由が求められる状況が如実に示されるのである。

2-2．国内状況の肯定的側面を強調する対外的プロパガンダの一環として SMEs

を開催する

二国間交渉のツールとしてではなく、対外的に広く自国をアピールする事例と

しては、ナチス・ドイツによるベルリン五輪（1936年）を通じた国家的プロパ
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ガンダがその典型例として挙げられる（Kobierecki 2020 : 32 ; Murray 2019 : 65）。

それは政府が初めて自覚的にオーガナイズする大会となり、聖火リレーやテレビ

中継が初めて導入され、開会式典が国民文化をアピールする場として活用される

（1500人の合唱団がベートーベン「歓喜の歌」を熱唱）など、その斬新さによっ

て、SMEs が政治利用の対象となる方途をきりひらいた（Keys 2013 : 134-135）。

大会を取材した英米の記者たちは、母国で目にするベルリン発の記事と異なり

「ヒトラーの下に団結する、楽しげで、健康で、友好的なドイツの人々につよい

印象を受けた」と肯定的なコメントを発信し、ドイツ国民は自信をたかめ、ナシ

ョナリズムを高揚させ、以後の外交政策は自信に満ちた積極的なものになった

（Murray 2019 : 65-66）。このように SMEs を政治利用するスタイルは現代にいた

るまで続いており、その一部は次節で取り上げる内容に発展している。1984年

のオリンピック・ロサンゼルス大会の開会式は、ジョージ・ルーカス10の演出で

ピアノジャズやダンスなどアメリカ文化の魅力的なイメージが世界へ向けて発信

され、空を飛ぶ「ロケットマン」の登場も注目を集めるなか、「西側諸国の資本

主義と民主主義のもとでのアメリカ的生活様式が、抑圧的なソビエトのやり方に

優越するというメッセージを発するためのものであった」（Kobierecki 2000 :

116）。2008年のオリンピック・北京大会を考察した張清敏11は、「それまで世界

の多くの人々は、中国人のことを「編み笠をかぶって田圃に立っている農民だ」

くらいに思っていたかもしれないが、ポストモダンな「鳥の巣」デザインのスタ

ジアムで行われた開会式をテレビ視聴した世界中の 11億の人々は、大きく印象

を変えただろう」と語った（Murray 2019 : 66）。

2-3．政治体制の正しさ（およびその体制下の国民の優秀さ）を証明する手段と

して国際大会の競技成績を喧伝する

自国の肯定的イメージを世界に発信するという目的は 2-2．のパターンと共有

しつつ、それをスポーツ各種目の競技成績によって「客観的に」追求しようとす

る対外的なスポーツ施策が、旧ソ連・東欧など旧東側諸国における組織的・計画

的なドーピング等を通じた国家的プレゼンスの追求である。
───────────
１０ 映画監督。『スターウォーズ』や『インディージョーンズ』のシリーズを制作。
１１ 北京オリンピックを含めた中国の現代的なスポーツ外交を分析したものとして、
Zhang（2013）。
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旧東ドイツのドーピング政策は 1950年代後半から 1990年の東西ドイツ統一ま

で続き、SMEs、とくにオリンピックにおけるメダル獲得を目的として行われた。

1974年からはドイツ社会主義統一党（Socialist Unity Party of Germany）の承認の

下、State Plan Theme 14-25と呼ばれるプログラムとして、国内の製薬企業、化

学者、コーチがライプチヒの研究所を拠点に、アナボリック・ステロイド経口薬

をアスリートに投与した12。党第一書記のヴァルター・ウルブリヒトは、その独

裁権力のピーク時に、国際大会でメダルを量産する選手たちを指して「競技用ユ

ニフォームを着用した我々の外交官たち」と呼んだ（Murray 2019 : 212）。それ

は、スポーツ競技における勝利は、社会主義（的なシステム全般）の到達点と優

位性を反映するものとみなされ、西側諸国におけるシンパシー獲得の助けになる

と考えられたからであった（Kobierecki 2020 : 134）。旧ソ連でも国家的なドーピ

ングは行われていたが、科学技術と組織化の水準は旧東ドイツほど高くはなく、

一方で、西側諸国の女性スポーツが相対的に発展していないと分析されたため、

女性アスリートの強化が制度化されることになった13（同上）。旧ソ連のドーピン

グ体制は冷戦終了後のロシアに引き継がれた。2010年代に入って以降も、世界

アンチドーピング機構（World Anti-Doping Agency）や国際オリンピック委員会

（International Olympic Committee : IOC）から違反を指摘されたため、2016年の

オリンピック・リオ大会では多くの選手が参加資格をはく奪され、2018年の平

昌大会と 2021年の東京大会では（国名の下での選手団ではなく）ロシア・オリ

ンピック委員会からの参加という形式になっている。

2-4．国際的な場において国民と国家を代表する資格の政治的正当性を承認する

スポーツを通じた政治的な働きかけには、ある国の政府が起点になるものの他

に、各国代表の集合体が起点となって特定国の代表に権限を行使するパターンも

ある。

このパターンの始まりは 1920年のアントワープ夏季オリンピック大会に遡る
───────────
１２ Murray（2019 : 212）、Kobierecki（2020 : 134）、お よ び‘The State-Sponsored Doping
Program’ https : //www.pbs.org/wnet/secrets/the-state-sponsored-doping-program/52/（2022年 2

月 10日アクセス）．
１３ これは現在の中国の国家的なオリンピックスポーツ強化策についても指摘されている
（遠藤 2021）。
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ことができる。そこでは、第 1次世界大戦の戦勝国が反対したため、ハンガ

リー・ドイツ・オーストリア・ブルガリア・トルコ（オスマン帝国）は参加でき

なかった（IOC は参加を求めていた）。同様の理由から、ドイツと日本は第 2次

世界大戦後に開催された 1948年のロンドン大会から除外された。また、1949年

の中華人民共和国（中国）建国に伴い、IOC は 1951年に台湾が（戦前から存続

する）中華民国オリンピック委員会の代表権を継承することを公認したが、中国

側の反発を受けて 1954年には中国の代表参加も認めることになった。しかし台

湾に対する IOC の処遇に不満を持つ中国は 1979年まで代表団を派遣しなかっ

た。この事例に関連して、ある国が一定期間スポーツの国際大会から排除・除外

された例としては、アパルトヘイト体制下の南アフリカがある。国連のアパルト

ヘイト非難決議を受けて、オリンピックでは 1964-1988年まで、その他のスポー

ツ（サッカー、クリケット、ラグビー、チェス、ゴルフほか）では 1962-1991年

まで、国際大会から一貫して参加禁止措置を受け続けた（Murray 2019 : 69）。こ

のように、IOC は組織形態としては国際 NGO のひとつなのだが、その役割と活

動には国際機関に似たようなところも生じている14（Herguner 2012 : 178 ; Pos-

tlethwaite and Grix 2016 ; Kobierecki 2020 : 227）。

他方、SMEs を統括する組織（とりわけ IOC）がそうした性格を有するがため

に、各国政府による SMEs への参加ボイコットも、スポーツ外交の選択肢とな

る。ソ連による 1979年のアフガニスタン侵攻に抗議するアメリカと、その呼び

かけに応じた（日本、中国を含む）65カ国15が 1980年のモスクワ夏季大会をボ

───────────
１４ 佐藤義明は、オリンピック運動は「本質的には、イベントで資金を獲得し、加盟する
国際競技連盟に配分する運動」と説明し、2009年に IOC が国連総会におけるオブザー
バー資格（公益性の高い NGO 等に与えられる）を付与された件について「IOC の国連
総会への参加は、経済規模は大きいものの私的性質の強い団体が政府間国際機構への滲
入に成功した例として注目されるかもしれない」としている（佐藤 2020）。Postleth-
waite and Grix（2016 : 295）は、「非民主的で、選挙をせず、潤沢な予算を持ち、世界各
国の政治経済に影響を及ぼすトランスナショナルな NGO」として IOC の特徴をまとめ
る。そして「純粋に経済的な観点からすれば、IOC は多国籍企業である。というのも、
活動から生じた資金を、その組織の維持と成長のために使うからである」（305）と位置
づけたうえで、コカ・コーラのような収益構造を持つ多国籍企業の側面と、グリーン・
ピースのようなエシカルな目標－しかし実現は厳しい－を掲げる国際 NGO の側面を有
するとする（306）。
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イコットし、それに対抗するソ連と 13の衛星国は 1984年のロサンゼルス夏季大

会を（表向きは 1983年のグレナダ侵攻を理由に）報復ボイコットした（Eaton

2016 ; Murray 2019 : 68-69）。

国際大会への参加資格認定と、反対にそうした場への参加ボイコットは、いず

れもメンバー国が多くなるほどに、そのアクションが及ぼすメッセージ性が高ま

るものである。また、より多くの国がメンバーとして所属することが国際的な前

提となり、さらには規範的なニュアンスを帯びる状況が生じるほどに、上記のパ

ターンが持ちうる有効性が高まる。ルールというものが要請される一般的かつ本

質的な条件のひとつに、立場を異にする人々が希少な資源を求めて競合する状況

を挙げられる。スポーツの場合は、競合の関係が直接に及ぶ範囲は各種目のパフ

ォーマンス内部にとどまるが、そこで求められる希少資源（勝利）はこれ以上な

いほど単純化されている。範囲が限定され目的が単純化されているという点で

は、ルールを共有する国際的なメンバーシップ構築に関して、スポーツは敷居の

低い分野であるといえるだろう。

2-5．小括

ここまで、20世紀を通じて行われてきた国際政治の文脈におけるスポーツ利

用の各事例を 4つのパターンに整理することで確認してきた。各々のパターン

は、スポーツを取り巻くどの側面を活用しようとするのかという点で、違いを見

せている。

たとえばピンポン外交では、まず卓球の試合でアメリカ側が負け、その後に企

画されたバスケットボールの試合では中国側が負けた。それは、そもそも両国の

代表選手の実力差を踏まえて企画・演出された試合であり──その延長線上に構

想されていた外交交渉においてアメリカ政府が「負ける」計画があるはずはなか

ったにせよ──、試合での勝敗は重要視されていない（むしろいかに負けるかが

準備されている）。

他方、オリンピックに代表される SMEs における勝利は、一般的な表現では

「威信の獲得」（Kobierecki 2020 : 32）をもたらすものとされ、抽象的にはナチ

───────────
１５ 米国務省の説明。https : //2001-2009.state.gov/r/pa/ho/time/qfp/104481.htm（2022年 2月
10日アクセス）．
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ス・ドイツや東側諸国が掲げる政治的イデオロギーの正しさや国民全般の相対的

な優秀さを、具体的には当該諸国のトレーニング理論・手法・環境およびそれら

をもたらす知識や科学技術の進歩を証明・表現することで総合的に得られるのだ

とされていた。この発想と思考は、かつて帝国主義諸国が戦争に与えていた目的

とパラレルである（戦争における勝利は戦略的思考（頭脳）と科学技術上の進歩

発展、および安定した兵站をもたらす経済的な諸力の総合的な優越によるもので

あり、勝利はそれらを証明するがゆえに、勝者＝正しい者なのだとされた）。そ

こでは、ピンポン外交とは異なり、スポーツ各種目における勝敗や記録それ自体

がより重要な位置づけを帯びる。こうしたタイプのスポーツ利用は「スポーツを

する兵器たちのグローバル競争」（Green and Oakley 2001）と呼ばれたり、「代理

戦争」（Grix et al. 2019）という表現で説明されたりする16。この点に関しては、

国家的なドーピング違反によって 2018年のオリンピック平昌大会と 2021年の東

京大会でロシアが国を代表する選手団を派遣することが出来なくなったように、

部分的には今に至る連続性も見て取ることができる。

さらにこの志向は、昨今の文脈では国籍取引（nationality swapping）と呼ばれ

る施策──市民権（＋報酬＋トレーニング環境＋引退後の生活保障）と国家的プ

レゼンスを取引する──に示される、新たな相貌の下にあらわれている。オリン

ピック開催が近づくと、国際的な有力選手が急遽国籍を変更して、それまで活動

していなかった国の代表に選ばれるのである。たとえばソ連崩壊後に開催された

2000年のシドニー大会では、多数の旧ソ連出身のウェイトリフティング選手が

オーストラリア代表として出場していた。それは、開催国のオーストラリアが移

住後 2年間で市民権を付与するという認可キャンペーンを張ったからだった

（Jansen et al. 2018 : 534）。2012年ロンドン大会の際には、開催直前になって国籍

が付与された 61名の「国
�

籍
�

整
�

形
�

手
�

術
�

を施されたイギリス代表選手」が批判され

た17。2016年のリオ大会でも、カタールやバーレーンに対して、同様の批判が向

───────────
１６ そこで戦争というタームが用いられる際の発想と思考は前出の通りであるが、それが
間接的に表出し競われる点については、いわば第 1次世界大戦以前のヨーロッパ各地で
行われていた傭兵同士の限定戦－さらにはそれを盤上で模したチェス－との類比で想定
されているのである。

１７ “Team GB have 61 ‘plastic Brits’ taking part in London Olympics”Daily Mail Online（11
July 2012）http : //www.dailymail.co.uk/sport/olympics/article-2171923/（2022年 2月 10日↗
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けられている。ここでは、もはや自国の代表選手の身体に薬物を注入するのでは

なく、代表チームに外国の有力選手を「注入」し、その代表資格という社会的な

地位に「整形手術」が施されるのである。

これらのパターンを、スポーツを通じた機会を政治的に活用しようとするもの

（①と④、部分的に②）とスポーツの競技成績を政治的正当性の表出とみなすも

の（③、部分的に②）に区分することができる。②はこの区分の両方にかかって

いるが、ベルリン五輪のナチス・ドイツやロサンゼルス五輪のアメリカがそうで

あったように、競技成績が良好なことで、大会を主催する側のメッセージに説得

力がもたらされる側面をもつためである。

他方で、各国政府が主体となって実施される②と③についてみれば、20世紀

の──とりわけ冷戦下の状況においては──長期的な展望の下で政治的なイデオ

ロギー闘争に打ち勝ち、敵対者を（こちら側に取り込むという意味で）最終的に

消失させる目標へ向けての一手段として競技スポーツが位置づけられていたこと

を確認できる。①のパターンはオリンピック開催や参加といった SMEs に関す

る選択とは直接の関わりはなく、そのせいもあってか冷戦期前後を通じて定番の

オプションであり、そこに取り立てて現代的な変化が見られるわけではない。そ

れに対して、一見すると現代でも共通する部分があるように思われる上記②と③

については、冷戦体制の終焉や国際的なドーピング規制の制度化などとともに変

容する各国の対外政策と併せて、より検討を要するものであると考えられる。こ

の点について次節で詳述する。

3．現代的な対外施策におけるスポーツの位置づけ

国際的／グローバルなコンテクストにおけるスポーツの政治的利用・活用に関

する関連研究の中では、冷戦後の動向に新たな性格が生じたとみなすものが多い

（Grix and Lee 2013 ; Herguner 2012 ; Kobierecki 2020 ; Langhorne 2006 : 331 ;

Murray 2019 ; Postlethwaite and Grix 2016 : 301）。それらの議論に共通するのは、

外交という概念の捉え方に一部変化が生じつつあり、その中でスポーツに要請さ

れる性格にも変化が生じ、あるいはその幅が広がってきたという認識である。ナ

ンシー・スノーはこの変化について、伝統的な外交は政府間で、伝統的なパブリ

───────────
↘アクセス）．
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ック・ディプロマシーは政府とグローバルな受け手の間で行われるものであった

のが、パブリック・ディプロマシーに関する新しいアプローチでは、官民の個人

や組織が、その国の外交政策に影響を及ぼす視点や意見に直接・間接の働きかけ

を行う、と説明する（Snow 2009 : 6）。同様の視点として、21世紀的な外交にお

いては外交官がプロジェクトマネジャーのような立場となり、複数ネットワーク

の多様な人びとをつなぐようになっている、という表現もなされる（Khanna

2011 : 22）。

この変化をよく反映しているのが、オーストラリア外務貿易省が 2015年に公

表したスポーツ外交戦略に関する文書である。そこでスポーツ外交とは、意識

的、戦略的、継続的なスポーツおよびアスリート、スポーツイベント、スポーツ

に関連する非政府主体の、外務貿易省およびその関係者による利用を指し、その

目的は、協力的で、長期間にわたる、相互に利益を享受するパートナーシップを

作り出すことであり、理想としては、関与する政府同士にとって、人的なつなが

り、開発、文化、貿易、投資、教育、観光の機会が最大化されることである、と

説明されている（Department of Foreign Affairs and Trade 2015）。前節で取り上げ

た古典的なスポーツ外交の事例と比較すると、より対外協調的な志向が前面にで

ているほかに、戦略策定・実行主体として「外務貿易省およびその関係者」とい

う表現で幅を持たせている点にも注目される。ここに見られる、スポーツに期待

される機能の範囲拡大は、たとえば開発と平和のためのスポーツに関する国連機

関 横 断 特 別 委 員 会（UN Inter-Agency Task Force on Sport for Development and

Peace）がスポーツとは「身体的健康・精神衛生・社会的相互作用に貢献する身

体的活動のすべての形式を指し、遊び、レクリエーション、組織的・日常的・競

争的なスポーツ、さらには土着のスポーツやゲームを含む」（UN Inter-Agency

Task Force on Sport for Development and Peace 2003 : 2）と定義する際のスポーツ

概念の拡張とも響きあうところがある。スポーツ関係者は、スポーツ以外のさま

ざまな目的に直接・間接の好影響をもたらすことが（少なくとも公的な文書の中

では）期待されるのであり、さらにスポーツは文化的な側面とのつながりも重視

され、結果として医療・衛生や人間関係の促進という社会的理由から意義を認め

られることになるのである。

では、ナンシー・スノーが指摘する外交をめぐる新たな文脈において、オース

トラリア外務貿易省の説明に示されるようなスポーツへの公的な期待を捉えるた
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めに、どのような議論が展開してきているだろうか。本節では以下、主として政

治学分野において提唱・議論されてきた 3つの概念・認識枠組──ソフトパ

ワー、パブリック・ディプロマシー、ネイション・ブランディング──を取り上

げ、その中でスポーツ関連の諸要素が具体的にどのように認識されているのかを

把握し、その上で枠組相互の相違点を整理する。

3-1．ソフトパワー

ジョセフ・ナイ（2004）が提唱したソフトパワー概念は「強制や報酬ではな

く、魅力によって望む結果を得る能力」（ナイ 2004 : 22）や「自国が望む結果を

他国も望むようにする力であり、他国を無理やり従わせるのではなく、味方につ

ける力」（同 26）と説明され、冷戦後のグローバル環境のなかでアメリカ政府が

取り入れ、重視していくべきパラダイムとして提唱された。軍事的・経済的なプ

レゼンスは維持しつつも、価値観や将来のビジョン、さらにはそれらに伴う／そ

れらの出し方に関する魅力（相手を感情的に惹きつける力）を重視するソフトパ

ワー論は、市場と文化が前面にあらわれる、ポスト冷戦期における国家間（生

存）競争の方向性を指し示すものとなった18。「（……）政治はある部分で、魅力

と正当性と信頼をめぐる競争になる」（ナイ 2004 : 63）という表現には、ハード

パワーの追求とは異なる政治戦略が示されているとともに、ハードパワーの維持

を原則とする視点もうかがえる。

こうした「結局のところ相手側の自発的な承認・賛同・支援・服従を得られる

ことが自らの優位な立場を（経費をかけずに）持続させることになる」、という

発想は、たとえば自国語を国際共通語（リンガフランカ）にすることに自覚的で

あったイギリス帝国主義者の発想にも見られるものであり（Crystal 1997 : 70）、

対外政策の指針として必ずしも新しいものではない19（その帰結については、近

年でもイギリスのメイ前首相が「私たちの言語が世界語となっていることで、イ

───────────
１８ この点に関して、政府にとどまらず、アル・カーイダのような現代的なテロリスト・
ネットワークもその力の源泉をソフトパワーに求めるようになっているとするナイの指
摘（ナイ 2004 : 50-53）は興味深い。

１９ ナイ（2011）も、「ソフト・パワーの概念ができたのは最近のことだが、この概念が
示す行動は、人類の歴史と変わらないほど古くからある」（pp.113-114）とし、E. H.
カーやマキャベリの議論の中にも関連する要素を見出している（p.115）。
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ギリスは最も強いソフトパワーを有している」と語っている（BBC 2016））。ナ

イは、冷戦とはそもそも米ソのソフトパワー資源をめぐる競争であったともみな

す20（ナイ 2004 : 122）。

一方で、その概念の新規さが魅力という曖昧なものに基づくために、さまざま

な批判も受けた（Hill and Beadle 2014）。そのうち基本的なものを 2つ挙げると

するなら、「何かがソフトパワーを有しているかどうかをどのように判定できる

のか」と「何をすればソフトパワーを増すことができるのか」というものであ

る21。たとえばハリウッド映画はソフトパワーを有していると言えるのかどうか、

ハリウッドでどのような映画を製作すればアメリカのソフトパワーは増大するの

か、という問いかけを挙げられる。しかし Cull（2019）や Hill and Beadle

（2014）、Kobierecki（2020）によれば、これらは根本的な誤解に基づく間違った

問いであり、こうした問いは、それ自体が、軍事力や経済力といったハードパ

ワーを見るときのパワー概念を前提にしている。ソフトパワーがパワー（国力）

概念に関するパラダイムの変化を指し示していたのは、それが「こちら側を見る

相手の見方や意識に依存している」点を取り入れているからである。そこではパ

ワー概念は実体視されず、関係概念として認識される。つまりは、ハリウッドの

アクション映画であれアメリカン・フットボールの試合であれ、相手側が魅力を

感じるには、相手側にそのための素地が出来ていなければならない（Cull 2019 :

17 ; Kobierecki 2020 : 267）。端的にそれがなければ、魚影のないところで漁をす
───────────
２０ ソ連が第 2次世界大戦中にヒトラーに抵抗した実績がヨーロッパ人を、ヨーロッパの
帝国主義に反対したことがアジア・アフリカの人々を惹きつけ、1957年に世界初の人
工衛星スプートニクを打ち上げた時には、科学技術の面でもソフトパワーを獲得してい
たとしている。

２１ これについては、いわば「意図せざる結果としてのソフトパワー獲得」の観点からも
再反論が提示されている。「ソ連の観客は政治とは関係のないテーマの［＊西側の］映
画をみて、西側の人たちが長い列に並ばなくても食料を買えること、共同住宅に住んで
いないこと、自分の車をもっていることを学んだ。そのために、ソ連のマスコミが西側
を悪く伝えても、信じられなくなった」（ナイ 2004 : 88）。さらに、こうした「政府が
完全には管理できない」点からソフトパワー概念を批判する見方に対しては、ナイは
「ソフトパワーの多くが民間で作られている事実は、ソフトパワーの存在を否定する根
拠にならない。自由な社会では、政府は文化を管理できないし、管理すべきではない。
そして、文化を管理する政策がとられていない点自体が、魅力の源泉になりうる」（ナ
イ 2004 : 43）と答えている。
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るようなもので、可能性がゼロとは言わないまでも、魅力を感じてもらおうとす

る振る舞いは空回りする可能性が高くなるだろう。「力［＊何がどういう力であ

るか］はつねに、自分と相手の関係を取り巻く状況に依存」（ナイ 2004 : 22）し

ており、「魅力と説得力は社会的に構成される」（ナイ 2011 : 117）のである。こ

れは後述のパブリック・ディプロマシーやネイション・ブランディングにも共通

する性質である（Cull 2019 : 29 ; Dinnie 2015 : 5）。もちろん、何らかの驚きや衝

撃をきっかけに相手の関心を開拓する方途もあるだろうが、より現実的なのは、

相手側と基準や素地をすでに共有している、あるいは少なくとも相手側の関心が

潜在・胚胎している事柄を通してアピールするという方法である。そうして、相

手側と関心が共有されているものが「ソフトパワー資源／資産 soft power re-

source/asset」として効力を持ち始めるのであり、たとえばアメリカのジャズやバ

スケットボールというカテゴリー、あるいはサッカー FIFA ランキングの順位

は、その限りにおいてソフトパワー資源／資産となる（cf. Kobierecki 2020 : 24,

266）。

そして、この議論が複雑になっていくのは、実際には、アメリカのジャズやバ

スケットボールが対象となる相手 A にとって魅力を感じる源泉になるかどうか

は、ジャズやバスケットボールに内在する要素・性質のみならず、また別のアク

ターである B, C, D……による評価や反応による部分もあるからである。A が有

する「受け入れの素地」には、実はこちら側と A との関係ではなく、A と B, C,

D……の間の関係がより影響を与えるものかもしれない。A がアメリカのバスケ

ットボールに関心がなくても、A が共感をよせる B, C, D……がバスケットボー

ルに関心を持つことで、結果として A もバスケットボールに関心をもち、その

分野で強豪国であるアメリカに魅力を覚えるようになるかもしれないということ

である。このような観点からソフトパワー論を考えるなら、結果的により多様な

相手を考慮することになり、あるいは多方面への働きかけに開かれたアプローチ

であることが要請されるものだといえるだろう。さらにナイは「文化は、長期的

にみて互いに影響しあう」という命題的な言辞とともに「ベイルートのアメリカ

ン大学は、当初アメリカのレバノンでのソフト・パワーを強化したが、研究の結

果、後にアメリカにおけるレバノンのソフト・パワーの強化に役立っていたこと

が分かった」（ナイ 2011 : 118）というエピソードを紹介している。ナイは関連

著作の中で「ソフトパワー自体を政府が管理できない」点や「ソフトパワーによ
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って相手を確実に操作できない」点に繰り返し言及しているが、ソフトパワーを

獲得しようと対外的な働きかけをする過程で、いわば「意図せざる結果」として

相手側からソフトパワーを行使される可能性も、原理的には十分に制御できない

ことを認めているのである22。

この点に関して、アメリカや中国が、それまで国内的な関心が希薄であったサ

ッカー種目に、2010年代に入って公的な関心を投影するようになったのは興味

深い変化であるといえる23。とくに後者は、2008年の北京オリンピックを契機と

して、スポーツ外交を通じた国家的なソフトパワー向上へ向けて舵を切ったとみ

られており（Murray 2019 : 115）24、2014年には中国共産党の方針として「2025

年までに 81兆 3千億円（USD 813 billion）規模のサッカー産業を立ち上げる計

画」を公表（Lovett and Townsend 2016 : 13）したのみならず、2016年には国家

スポーツ事務局・中国サッカー協会・教育省・国家開発改革委員会からなる政府

委員会が「2030年までに人口 1万人あたり 1つのサッカーグラウンドを整備し、

2050年までに ‘world football superpower’ になる」とする壮大な計画を開示した

（Li 2016）。こうした動向については、習近平国家主席のサッカーに対する個人

的な思い入れもしばしば指摘される（Connel 2018 ; Rofe 2016 : 213）ものの、中

国が進めるアフリカ大陸への集中的な開発投資を想起すれば、サッカーがアフリ

カで最も人気のスポーツであることに気づくだろう25。先述の「影響力を行使す

る対象国と関連する国々が関心を共有するトピックを通じたソフトパワー獲得」

の図式に思い至れば、近年急速に進展する中国の国家的なサッカー関連政策はひ

ときわ興味深いものに映るのである。

他方で、ナイは「ソフトパワーを政府戦略に組み込むのはそう簡単ではない」

（2011 : 116）とも述べ、「経済力や軍事力よりもリスクが低いようにみえるが、

───────────
２２ この構図は、二重スパイを作り出す可能性とともに各国政府の諜報活動が遂行されて
いる状況を思わせる。

２３ アメリカは、カナダ、メキシコとともに 2026年サッカー W 杯共同開催に立候補し、
2018年 6月の FIFA 総会（モスクワ）で開催が決定した。

２４ 習近平は 2014年に、中国の国家的なメッセージを世界に発信していくにあたって、
ソフトパワーの影響力を高めることが重要だと言及した（Perlez 2014）。

２５ 企業レベルでは、中国企業によるヨーロッパのサッカークラブ買収が多数確認されて
いる。

スポーツ外交に関する現代的な認識枠組の比較検討132



使用が難しく、簡単に失われ、再構築に要するコストが高い場合が多い」と注意

喚起する。関連研究では「ソフト・ディスエンパワメント soft disempowerment」

（Brannagan and Rookwood 2016 ; Brannagan and Giulianotti 2015）という観点から

取り上げられる実態であり、ソフトパワー獲得を目的とする政策を実施した場合

に、実施側に予期されなかった／望ましくない側面が明らかになってしまい、結

果として政策遂行前よりも評判・イメージを悪くさせてしまう否定的効果が指摘

されるのである（Kobierecki 2020 : 36）。たとえば 2016年のオリンピック・リオ

大会は「大会よりも都市の暴動と汚職スキャンダル」や「水泳・ボート・カヤッ

クの競技会場に汚水が流れ込み、危険なウィルスと微生物が検出された」（Mur-

ray 2019 : 124）といった不手際が強い印象を与え、巨額な債務の発生など大会運

営上のさまざまな問題点と相まって、否定的なイメージを発信してしまったと批

判されている（Barchfield 2016）。2022年サッカー W 杯開催地となったカタール

は、そのエアコン付きの豪華な巨大スタジアム建設にあたって、南アジア（ネ

パール）を中心とする外国人労働者の置かれた境遇が「現代の奴隷制」（2013年

9月の英 Guardian 紙による一連の報道）と糾弾される人権侵害状況にあること

が大々的に報じられてしまった（Guardian 2013 ; Brannagan and Giulianotti 2015 :

717-718）。カタール政府関係者はこの件について「2010年以前にドーハの仕事

について尋ねて来る外国人は、誰もが望ましい発展に関心を持っていて……労働

法や人権について聞いてくる人なんていなかった……話の対象はほとんど、どの

ような資源をもってこうした巨大プロジェクトを成し遂げられるのか、をめぐる

ものばかりだったのに……今ではすべてが否定的な話につながってしまい……カ

タールは笑い物になってしまった」と答えている（Eggeling 2020 : 123）。

こうした「ソフトパワー獲得の機会やアクターであったはずの要素がもたらす

逆機能」については他にも、運営幹部の汚職（例：FIFA 元会長のゼップ・ブラ

ッター）や代表選手のスキャンダル（例：リオ五輪のアメリカ水泳代表ライア

ン・ロクテ）など、さまざまな可能性がある26。

3-2．（ニュー・）パブリック・ディプロマシー

上述のソフトパワー論と同様に、パブリック・ディプロマシー概念も、冷戦終

───────────
２６ 2021年東京大会でも、各国代表のイメージダウンにつながる事例が散見された。

真宗総合研究所研究紀要 第 39号 133



了後の国際政治分野で注目されるようになり、さらに昨今のグローバル IT 環境

の進展に伴って、その重要性が高まっている。この概念を、北野充は「自国の対

外的な利益と目的の達成に資するべく、自国のプレゼンスを高め、イメージを向

上させ、自国についての理解を深めるよう、また自国の重視する価値の普及を進

めるよう、海外の個人及び組織と関係を構築し、対話を持ち、交流するなどの形

で関わったり、多様なメディアを通じて情報を発信したりする活動」と整理する

（北野 2014 : 26-27）。

こうした考え方自体は、アメリカのローズベルト政権が 1930年代後半に「ア

メリカの安全保障は他国の国民に話しかけ、支持を得る能力にかかっている」と

訴えた（青木 2003 : 143）時点ですでに現れており、また 1965年にアメリカの

元外交官であるエドムンド・ガリオンが、「自国の政策立案に際しては相手国の

意見を反映し、さらにそうして立案された政策を相手国に説明し影響を与える」

必要があるという視点を表現するにあたってその語を初めて用いた（渡辺 2011 :

22）ことから、昨今の動向に対してはニュー・パブリック・ディプロマシーとい

う呼称が与えられてもいる（Melissen 2005；渡辺 2011 : 65-66）。関連する用語と

してはマルチステークホルダー外交やネットワーク外交が挙げられており（Ko-

bierecki 2020 : 13 ; Rofe 2016）、そこでは環境問題や生命倫理など単一国家が所

有するわけではない資産や課題の扱いを、政府／非政府を含む多様な関係主体の

間で交渉していくことになる。

さらにこの視点を延長し、かつパブリック・ディプロマシーというカテゴリー

の境界線上に置かれるのが、非政府（非国家）主体同士の関係のなかで国際的な

政治的アジェンダが主導されるパターンである。たとえば、国際 NGO であるヒ

ューマン・ライツ・ウォッチが、人権侵害の懸念される国に働きかける戦略的手

段としてオリンピック（あるいは IOC）を利用しようとするケースなどが該当

する27。ここでは、働きかけの対象として政府（国家）が入ってはいるものの、

当該事例における主要アクターはいずれも非政府（非国家）主体となっている。

このように、古典的な「ハードな」外交──領土、貿易関税、停戦、同盟国負

担など──と比べる際に、パブリックという形容詞がついているように、その行
───────────
２７ Barbara Keys, ‘Human Rights Organisations and the Olympic Games, 1981-2000, ’ pre-

sented at Sport and Diplomacy : Message, Mode and Metaphor Colloquium, SOAS U of L

July 3-4 2015（cited in Postlethwaite and Grix（2016 : 300））.
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為の向かう先は、従来の交渉相手である他国の外交官と政治家に限定されずに、

より広い層の人々を想定している。その見方に対応して、ディプロマシーの担い

手も自国の外交官と政治家に限定されないと考え、その国際的／グローバルな舞

台で活動をするさまざまなアクターが含まれることになる。たとえば上に見たよ

うに、人権擁護・開発援助・紛争被害者支援に携わる NGO（例：ヒューマン・

ライツ・ウォッチや国境なき医師団）、多国籍企業（例：コカ・コーラやアップ

ル）、世界的に有名なスポーツチーム（例：FC バルセロナやニュージーラン

ド・オールブラックス）といった組織およびスタッフもこのカテゴリーに入る。

この視点を極大化すれば、外国の政府・企業と取引するすべての自国企業や、果

ては観光に出かける旅行客までが論理的にはパブリック・ディプロマシーの担い

手としてカウントされてしまい、概念の意義や独自性がなくなってしまうきらい

はある。しかし、外国（社会）に対する自国（社会）の正当性や集合的イメー

ジ、信頼度、そして魅力といったものは、他国の多くの人々のコミュニケーショ

ンを通じて総合的に醸成されるものでもあり、そのコントロールの難しさはイン

ターネットが社会の全局面に普及した時代に拍車がかかっている。そうした面で

は従来のような「専門的な外交官同士が密室で行うトップレベルの交渉」以外の

側面から他国に対する働きかけを検討し工夫する余地は大きいとも考えられてい

るのである（Cull 2019 ; Kobierecki 2020）。

確かに、（従来の）政治的プロパガンダがどこで終わり、どこから（ニュー）

パブリック・ディプロマシーが始まるのか、その線引きは曖昧で難しい（Bea-

com and Rofe 2018 : 369）。その一方で、後者は対象とする人々と双方向的な関係

を志向するが前者は一方向的である点や、後者では結果としてメッセージの送り

手側の社会が変わることも想定されている（前者は送り手側が変わらないのが前

提）（Cull 2019 : 13）点を挙げて、両者の区分を積極的に認めようとする視点も

ある。他者の自律性を尊重する後者と、「他者はイデオロギー的に間違った存在

である（ので、こちら側から働きかけ変化させるべき）」と見なす前者として、

その違いを表すこともできる。

このように、パブリック・ディプロマシーに対しては、ソフトパワー概念を参

照する定義づけも可能であり、その場合、「ソフトパワーを獲得する手段として

パブリック・ディプロマシーが位置づけられる」（Cull 2019 : 17 ; Nye 2008）。そ

して「スポーツ外交はパブリック・ディプロマシーの一つであり、ソフトパワー
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資産としてスポーツを用いる特殊な手段」（Kobierecki 2020 : 12）である、とい

うことになる。言い方を変えれば、ソフトパワーを追求しない政策、あるいはソ

フトパワーの獲得につながらないものは、パブリック・ディプロマシーとして不

適当である、ということになる。

パブリック・ディプロマシーのオプションとしては、一般的に次のようなもの

が挙げられる（Cull 2019 : 77-111）。

・食に関する賞や認証制度を設け、その選考過程を通じて交流する（gastro di-

plomacy）

・奨学金を与え、交換留学のような制度を通して若いエリートを育成する（こ

の派生形として、エラスムス・プロジェクト（EU 諸国家同士の大学間単位

互換制度））

・宗教組織同士の交流（例：第 2次大戦後の独仏教会同士の取り組み）を政府

が支援する

・将来有望な政治家やジャーナリストを招き、視察ツアーを組織する

・文学関連の賞をつくり、作家を招く

・外国人向けオンライン教育プログラムを開放する

・国際放送を拡充し、外国人の視聴を前提とするドラマなどを制作する

・国際 NGO の取り組みに協賛する（パートナーシップを通じたパブリック・

ディプロマシー）

・専門家派遣（オーケストラやトップアスリートの派遣など）や現地での映画

祭の実施

こうしたオプションにおける対象分野に関する項目をスポーツ（種目）に変換

し、対象となる人びとをアスリートやコーチなどスポーツ関係者に置き換えれ

ば、スポーツ・パブリック・ディプロマシーの一連の選択肢が得られる。

たとえばアメリカ政府は、国務省教育文化局（Bureau of Educational and Cul-

tural Affairs（ECA）of the U.S. Department of State）管轄の Global Sports Mentor-

ing Program を通じて、世界各国の女子スポーツや障がい者スポーツを支援して

いる28。同局は他にも Sports Visitor programs29で外国の若年アスリートをアメリ
───────────
２８ 前者を支援する Empower Women プロジェクトと後者を支援する Sports for Commu-

nity プロジェクト。https : //globalsportsmentoring.org/（2022年 2月 11日アクセス）．
２９ https : //exchanges.state.gov/non-us/program/sports-visitor-program（2022年 2月 11日ア↗

スポーツ外交に関する現代的な認識枠組の比較検討136



カに招き、Sports Envoys30でアメリカを代表する選手やコーチを世界各国に派遣

している。これらのプログラムの目的は、アメリカの価値観を学んだ理解者を各

国に増やし、アメリカへの偏見を駆逐するためであると説明される。こうした公

式のスポーツ交流プログラムのポイントは、専門家派遣と招待のいずれの場合も

自国の PR である（Kobierecki 2020 : 27）。

このタイプの政府活動は冷戦中から行われており、1955年に国務省がジェ

シー・オーウェンスをインド・フィリピン・マレーシアに派遣しランニング指導

をしたが、彼のユーモアに富み、イージーゴーイングな雰囲気はアメリカ的な価

値観をアピールするのに最適だった（Murray 2019 : 103）。同時期には、アフリ

カ系アメリカ人として初の女子テニス選手であった Althea Gibson がオーウェン

スと同様の役割を担わされ、インド・パキスタン・セイロン（スリランカ）・タ

イに派遣された。さらに、アメリカにおける人種差別が世界的に批判されたと

き、国務省はアフリカ系アメリカ人で構成されたバスケットボールチーム（Har-

lem Globetrotters）を国外に派遣し、彼らに「実態はそうではない」と語らせた

（Kobierecki 2020 : 110）。こうしたプログラム設計が示唆するように、冷戦期の

アメリカによるスポーツ外交は、広報文化交流局（直訳では情報局 US Informa-

tion Agency）が担っていた。その後同局は 1999年に国務省に吸収され、現在は

Sports Diplomacy Division が前出のスポーツ交流プログラムを担当している。

日本政府による同様の施策としては、2014年から実施されてきたスポーツ・

フォー・トゥモロー・プラグラムがある。2020年までに開発途上国を中心とし

て 100か国 1000万人以上の参加者を目標に、「スポーツの価値とオリンピック・

パラリンピック・ムーブメント（オリンピズムに従い、スポーツを通じて若者を

教育し、平和でより良い世界の実現を目指す活動）を広げることを目指す事業」

として立ち上げられた。外務省・スポーツ庁・国際協力機構（JICA）・日本ス

ポーツ協会・日本オリンピック委員会等、多数の組織が加わるネットワークを活

動主体として、国際交流・スポーツ人材の育成といった目的の活動を実施してい

る31。また、2020年オリンピック東京大会へ向けた日本のパブリック・ディプロ
───────────
↘クセス）．
３０ https : //exchanges.state.gov/us/program/sports-envoy-program（2022年 2月 11日 ア ク セ
ス）．

３１ https : //www.sport4tomorrow.jpnsport.go.jp/jp/about/ および https : //www. ↗
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マシーとして、カルチュラル・オリンピアード（Cultural Olympiad）の取り組み

に注目する視点もある（白井 2016 : 76）。カルチュラル・オリンピアードとは、

開催 4年前から各種の文化活動をプレ大会イベントとして企画する一連の動きを

指し、2012年ロンドン大会では、若手・障がい者アーティストが多く参加し、

イギリス全土で活動が行われた（福士 2015）。2012年ロンドン五輪や 1984年ロ

サンゼルス五輪が象徴的であるように、オリンピックに代表される SMEs の開

閉会式は開催国の文化的 PR が大きな目的となっている（Murray 2019 : 64）が、

それに加えて開催時期に至るまでにも関連イベントとして文化的側面を発信する

取り組みが行われるのである。

「（＊SMEs では開催国の）国民が対外的に見てもらいたい形で文化が発信され

る（……）2012年ロンドン・オリンピックの開会式ではスポーツとほぼ無関係

の演目が続いた（……）映画監督の Danny Boyle の演出で、エリザベス女王、

ジェームズ・ボンド、ミスター・ビーン」が登場し、ポール・マッカートニーと

ロンドン交響楽団による演奏とともに、産業革命などイギリス近代史や文学作品

の紹介などイギリスの文化的アイコンが散りばめられ、「選手たちは最後にちょ

っと出てきただけ」だった（Murray 2019 : 98）。

こうした事例を見ると、今日のパブリック・ディプロマシーには、アメリカ国

務省のプログラムや日本のスポーツ・フォー・トゥモローのように、冷戦期から

積極的に行われていたタイプの活動の延長上に位置づけられるものも見受けられ

る。つまり、パブリック・ディプロマシーという視点は、昨今のグローバルな政

治環境の変化に伴い、より重視されつつあるものの、その視点は昨今現れたわけ

ではなく、先例が多数ある。

他方、オリンピックなど SMEs を主催する政策について、Kobierecki（2020 :

23）は、国家間の相互理解を深化させようとする目的をもつ点でパブリック・デ

ィプロマシーの範疇に入るとしつつも、同時にそれが経済的な動機も持つことか

ら（後述する）ネイション・ブランディングのツールにもなると考えており、そ

こにはスポーツを対象とするパブリック・ディプロマシーの現代的な性格もうか

がえる。

───────────
↘sport4tomorrow.jpnsport.go.jp/wp/wp-content/uploads/2021/03/b0e6854e71af8f7a6990ca5973f8
bc85-1.pdf（2022年 2月 11日アクセス）．
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また、この概念が取りあげられる際には、国連を始めとする種々の国際機関、

IOC や FIFA のような国際的な組織、さらにはアムネスティ・インターナショナ

ルのような国際 NGO 等も、グローバルなコンテクストにおいて既に「パブリシ

ティを確立している」という理由から、自国の対外的ポジションを良いものに

し、外交戦略上優位に置くために働きかけをすべき対象として認識されるように

なる（Cull 2019 : 141）。こうした視点も、冷戦後のパブリック・ディプロマシー

の特徴として認識できる。

3-3．ネイション・ブランディング

前出の二つの視点と同様、ネイション・ブランディングの考え方も、1990年

代に入って提起され、以降急速に発展してきた。ブランディングとは元来、企業

の製品・商品に対して用いられる用語であったが、商品の良さや機能を示すこと

による商品ブランド化の段階は、環境問題や南北問題といったグローバルな課題

に対する倫理的な取り組みを伴う正しい商品であることをアピールする段階、さ

らには企業そのものが社会的な価値を体現するブランド化の段階へと進展してい

る32（Aronczyk 2013 : 24-25）。こうした志向が国家レベルの広報にも影響を及ぼ

す中、冷戦終了に伴う資本主義システムのグローバルな浸透とそこにおける競争

の激化により、各国政府は、外国人観光客誘致のみならず、外国人留学生や海外

投資を呼び込むにあたって「信頼に足る場所」であり「独自性を持つ場所」であ

ることを示さねばならない、という課題に現実的に向き合う必要が生じてきた

（Aronczyk 2013 : 31-32 ; Dinnie 2015 : 115 ; Eggeling 2020 : 8）。

なかでも旧ソ連・東欧の国々が、社会主義時代の政治経済システムからの決別

を対外的に表明するために（Dinnie 2015 : 6）、あるいは治安の悪さ（例：コロン

ビア）や歴史的な汚点（例：アパルトヘイト体制を維持してきた南アフリカや第

2次大戦中のナチスとの協力が発覚し中立違反への批判が高まったスイス）など

何らかの理由からスティグマ化された状況を改善するために、国家・社会レベル

で再ブランディングする事例が散見されるという（Aronczyk 2013 : 10-11 ; Bran-

nagan and Giulianotti 2015 ; Dinnie 2015 : 175；渡辺 2011 : 72）。
───────────
３２ たとえば企業広告分野における「ソーシャルグッド」の観点を反映した表現の広まり
などが挙げられる。開催にあたって賛否両論の続いた東京オリンピックのスポンサー活
動に関して、ソーシャルグッドの側面からコメントしたものとして、難波（2021）。
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この視点を各国政府関係者の実務に根付かせる過程に影響を及ぼしたサイモ

ン・アンホルト考案のネイションブランド指数は、文化・国民性・観光・輸出・

統治・移住／投資の 6分野における評価を総合的に反映する。2005年からアン

ホルト GfK ローパー国家ブランド指数（Anholt-GfK Nation Brands Index）とし

て公開されており、アンホルトはその指標を活用しつつ、イギリス政府を始め

40を超える政府のコンサルタント／アドバイザーとして、同分野の定着を主導

してきた。

こうした指標を作った動機であると同時にその指標の売り込み材料ともなる現

状認識としてアンホルトが強調するのが、現代人は他者を認識するにあたって時

間を節約するという現実である。

「実際のところ、わたしたちの多くは自分の周囲と自国の心配をするだけで精

いっぱいで、それ以外の 60億を超える人々、200近くの国々について、実態を

広く正確に把握しようとする余裕などとうてい持ち合わせていない。（……）本

と同じで、読む時間がなければ表紙で判断するしかない。そして、基本的にはそ

のような陳腐な固定観念が──ポジティブなものであろうとネガティブなもので

あろうと、また真実であろうとなかろうと──わたしたちの“よそ”（別の都市、

地域、国）に対する、またそこの人々や製品に対する反応や行動を決めることに

なる。だからこそ、国家の名声やイメージはその国にとって最も価値ある資産だ

と言えるのであり、政府は国民や国内の組織、企業に代わって自国の評判を把握

し、これを管理・運営するための戦略を立てなければならない」（アンホルト

2011 : 7）。

ここには、人々は他者理解に際して、なるべく時間を節約し、敬意を欠いた手

抜き（！）によって得た情報の上に、各自の想像をかぶせて行動に移るという醒

めた認識がある33。

こうした認識に基づきつつも、この語が公式の場で説明される際には、ネイシ

───────────
３３ ただし、ダニエル・ブーアスティンの『幻影の時代』（ブーアスティン 1964）に示さ
れる擬似イベント論を参照すれば、アンホルトが指摘するような実態は安易に批判され
るものとも言えない。また、Harvey（1989）の論じるポストモダンな状況における事物
が有する即時性（p.288）という特徴を考えるならば、他者認識もそうした傾向・時代
的変化を反映し、その過程にあらわれる一つの表象・表徴であるということになるだろ
う。
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ョン・ブランディングとは「独特で多元的な諸要素の混合であり、国に対して、

文化に基づく差異化と共にターゲットとなる受け手との関係促進をもたらすも

の」（Dinnie 2015 : 5）といった無難な定義の下で用いられてもいる。このうちの

「ターゲットとなる受け手との関係促進をもたらす」側面については、先に取り

上げたソフトパワー論やパブリック・ディプロマシー概念と通じるものだが、

「差異化」の点は、この概念に特有の下位概念によって説明される。それはネイ

ションブランド資本（nation brand equity）という表現で示されるもので、そこで

は内部資産（internal assets）としての固有資産（風景、文化、特有の視覚イメー

ジ）と成長資産（アート支援や才能への投資）、外部資産（external assets）とし

ての代理資産（vicarious assets : 外国からの認知・イメージ、大衆文化における

描かれ方）・播種資産（disseminated assets : ブランド大使、ディアスポラ、ブラ

ンド化した輸出品）などに区分しうる（Dinnie 2015 : 67）。

あるいは、ソフトパワー概念から説明するものとしては「国家が、国際的に良

いイメージを提示し、影響力・魅力・特権的なポジションの形でソフトパワーを

増加させるために用いる手段」（Eggeling 2020 : 8）というものもある。

このように、ネイション・ブランディングはパブリック・ディプロマシーの具

体的な方法論の一つ、あるいはソフトパワー増加を目的とする政策オプションの

一つとして位置づけられ、その具体的事例は、たとえば（アルジャジーラや

BBC のような）国際メディアの運営や開発援助プログラムと比較される対象と

なる（Dinnie 2015 : 153）。ここでは短期的な宣伝と長期的なブランディングも区

別されるという。たとえば、ニュージーランド市場開発委員会が、アメリカ・ダ

ラスで半年間に及ぶ集中的なキャンペーンを実施した際には、その後 1年くらい

は同国産品に対する認知と購買効果が認められたが、その後は元に戻ってしまっ

た。このようなケースはネイション・ブランディングと呼ぶには適当でない

（Dinnie 2015 : 7）。

ネイション・ブランドの「強さ」を評価するための基準としては、現在では前

出のアンホルト GfK ローパー国家ブランド指数のみならず国別ブランド指標

（Country Brand Index、CBI）34、あるいは世界経済フォーラムの Global Competi-
───────────
３４ ブランド・コンサルティング会社のフューチャーブランドが、海外を旅行する旅行者
を対象に世界 118カ国で 75ヶ国へ行う認識調査にもとづき発表している指標。アンホ
ルト GfK ローパー国家ブランド指数に対して、政治や経済だけではなく国の将来価 ↗
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tiveness Index（GCI、2007年～）や 世 界 銀 行 の Ease of Doing Business Index

（DBI、2003年～）、さらには二酸化炭素の排出量や汚職、フェアトレードといっ

た個別トピックに関するものまで、さまざまなランキングが提起されている

（Cooley and Snyder 2015 : 151 ; Cull 2019 : 130）。ランキングという手法を現状認

識の前提とし、各国政府がそうしたランキングで上位にくるよう工夫を迫るとい

う点で、ネイション・ブランディングの影響力は、先の二つの視点と比べて著し

い特徴がある（もっとも、ソフトパワー・ランキング35等、いまではいずれの視

点にも対応するランキングが複数提示され、用いられるようになっているが、そ

もそもそうした傾向が一般化するきっかけとなったのはネイション・ブランディ

ング概念の提起である）。また、こうしたランキングが定着するに従い、（各国政

府に限らず）人びとはそのランキングに適応しようと──つまり順位を上げるた

めに──戦略的に行動を変化させるようになり（Cooley and Snyder 2015 : 5）、そ

こに生じる集合的なメンタリティの変化により、再帰的に、国家ランキングの社

会的な実効性や受け入れられる度合いを高める構造が強化される。こうした各種

の国別ランキングが林立し始めたのが 1990年代であり、スポーツ分野ではサッ

カーの FIFA ランキングが 1993年に作られている。

たしかに、ネイションブランドという発想はそれ自体で自立するものである。

たとえばフランスやイギリスのネイションブランドの基本的イメージは歴史的な

背景を有するものであり、ランキング登場以前から「ブランド効果」があったに

せよ、現在においてネイションブランドが公的に言及される際には、ランキング

なしでは無意味な概念となっている。そして、そのランキングが 1990年代以降

に始まったという明確な時期的な区分を持ち、かつそのランキングは民間企業が

提示し、各国政府はそれを基準として参照するという点において、ソフトパワー

やパブリック・ディプロマシーの考え方が出てきた文脈とは大きく異なってい

る。いわゆる「老舗ランキング」がある一方で、ランキング同士の競合関係が生

───────────
↘値を占う先行指標ともなるイノベーションやテクノロジー、環境分野への評価に力点を
置いている。https : //www.futurebrand.com/futurebrand-country-index（2022年 2月 11日ア
クセス）．

３５ たとえば Portland Communication による ‘the Soft Power 30’（https : //softpower30.com/）
や Monocle Media Group による ‘Soft Power Survey’（https : //monocle.com/）。（2022年 2

月 11日アクセス）．
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じている点も象徴的である。

（スポーツ外交を含む）政策全般に対してこうしたランキングが重用されるよ

うになった背景としては、西側先進国の公務員に対する業績評価に費用対効果の

視点が入り込み、それが一般化したこと、それに伴い、たとえば国際間の経済的

援助のような局面において「事前査定」が厳しくなったこと、外国投資の判断基

準としてこうしたランキングを使用することが一般化するようになり、結果とし

て各国政府がランキングの順位向上をその政策実施目標に取り込むようになった

こと等が指摘されている（Cooley 2015 : 10-11）。

スポーツに関わるデータとの関連については、オリンピックのメダル獲得上位

国、あるいは FIFA ランキング上位国は、各種のネイションブランド・ランキン

グにおける文化的指標で上位に位置づけられる傾向が指摘されている（Ko-

bierecki 2020 : 45）。これについては、おおよそ（a）「文化的指標で評価される国

は、公的機関・民間組織のいずれもがスポーツ分野に支出する予算が大きい」や

（b）「文化的な諸要素が活発な社会は、政治経済的に安定しているためにスポー

ツ分野でも人材確保・トレーニング機会提供の両面で余裕がある」といった社会

的要因から一般的な推論を行うことができる一方で、（c）「ネイションブランド

指標作成の過程で、五輪のメダル獲得ランキングや FIFA ランキングの数値を取

り込んでいるから」という方法論的な理由による説明も可能である。たとえば

2009年のアンホルト GfK ローパー国家ブランド指数報告書では、文化的指標に

関して「スポーツ分野での卓越性・充実した文化遺産・同時代的な文化活動（音

楽・映画・文学等）の活発さ」の 3項目から評価している（GfK Roper Public

Affairs & Media 2009 : 25）。具体的には、2008年の北京五輪をホスト国として開

催した中国はその成果により「スポーツ分野での卓越性」を前年度の 8位から 5

位に上げ、結果として文化的指標のランクも 9位から 7位に変化した。同大会で

メダル獲得 1位であったロシアは「スポーツ分野」で 3位、この時期のサッカー

が好調であったブラジルは 4位となっている。目に付くところでは、陸上の中長

距離種目で好成績のケニアが「スポーツ分野」で 17位につけた。こうしたラン

キングの方法論的な特徴をみれば、インドやエジプトのように文化遺産項目でも

とから優位な国があり、また現代文化に関する項目は、経済力があり都市化の進

んだ国々（イギリス、アメリカ、ドイツ等）が優位であることが分かる。グロー

バルに認知される歴史遺産がない途上国・経済新興国であれば、このランキング
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の文化的指標で高評価を求めるなら、相対的に現実味があるのはスポーツ分野で

の成績向上ということになる。ここから次の 2点を確認することができる。一つ

は（各種のランキングが林立する現在では）「あるランキング結果が別のランキ

ング結果に影響する」ということであり、もう一つは「経済力が低い国ほど（現

代文化や科学技術と比べて）スポーツ分野での成績向上を目指すのがランキング

上昇のために現実的であり経済合理性の高い選択肢である」ということである。

他方で、ネイション・ブランディングという視点が前出の二つの視点と比べて

独自の性格を有するのは、アイデンティティ・マネジメント（Dinnie 2015 : 6）、

あるいは社会学的な表現では「集合的な国民アイデンティティ制作を通じて表出

される価値の形式」（Aronczyk 2013 : 3）と呼びうる側面が重視される点にある。

多くの国は、自分たちの実際の姿とは異なるイメージをもって外国の人々に認知

されていることに「いらだっており」（Dinnie 2015 : 34）、そうしたステレオタイ

プ、紋切り型、人種主義的なカリカチュアなどの否定的な見方を把握した上で変

更したいと思っている（Eggeling 2020 : 38）。Eggeling は、「（ネイション）ブラ

ンディングは、単純化された象徴の問題であるが、自己イメージとアイデンティ

ティ再確認の砦となるものでもある」（Eggeling 2020 : 243）と敷衍する。

その典型例として、カタールが積極的に推進する「グローバルなスポーツのハ

ブ」として自国をアピールする政策が挙げられる（Brannagan and Giulianotti

2015 ; Eggeling 2020 : 123）。カタール政府がこの方向に舵をきったのは 2006年

にドーハで開催されたアジア競技大会以降であり、2014年には 57の国際的なス

ポーツイベントのホスト国となった（Kobierecki 2020 : 145）。それは国際的なイ

ベントを安全に運営するだけの社会経済的な発展状況を世界に示すのみならず、

アラブ世界の外へ向けて「イスラームと結びついた自国イメージを変化させる」

ねらいを明確にもっている。2010年 12月に「ドーハ、それはすべてが集うとこ

ろ」のモットーで 2022年サッカー W 杯招致を成功させた後、カタール王族の

Sheikh Mohammed bin Hamad Al-Thani は、W 杯開催の目的は「時代遅れの偏見

を払拭するため」と答えている36（同上）。ドーハを通じたカタールのネイショ

ン・ブランディングは、SMEs の開催以外にも、現代建築の最先端デザインを積

極的に取り入れた都市景観政策や、欧米のトップ大学の分校を誘致する高等教

───────────
３６ カタールは 2016年と 2020年のオリンピック開催にも立候補していた。
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育・科学技術都市としてのイメージ戦略といった側面を通じて追求されている

（Eggeling 2020）。これについては、より直截的な表現で「らくだと武力紛争のイ

スラームという否定的イメージを変えるため」（カタール王族関係者、Kobierecki

2020 : 145）、「カタールのような小国でも、東アジアの国がやっているように、

専門性と責任を要する国際的に重要な仕事を完遂することができるとアピールし

たいのだ」（カタール政府関係者、Brannagan and Giulianotti 2015）と説明されも

する。

同様の表現は、スポーツ政策に力を入れるカザフスタンにおいては、「名称の

終わりに「スタン」とついている国々に対する否定的な国際的評判──貧しく、

時代遅れの、イスラーム過激主義者だらけの危険な場所──を刷新する機会」に

したい、という同国外務省関係者のセリフにも表れている（Eggeling 2020 :

126）。「西洋化し、近代化・文明化を果たし、世俗的で、ビジネスと観光客に友

好的な、そしてスポーツの強い国」として見られたいのだと（Eggeling 2020 :

127）。

スポーツ各種目の競技成績と社会の近代化の度合いは必ずしも比例関係にある

とはいえないかもしれないが、トレーニング環境などとからめておおよその相関

関係をもつことは（オリンピックにおけるメダル獲得ランキングの上位国の傾向

などから）、一般的なイメージとして共有されるものだろう。スポーツ分野での

国際的なプレゼンスを社会の発展段階の象徴とみなす、こうした動機付けの強さ

については、先進国と新興国、さらには途上国の間で大きな温度差があるものと

思われる。しかし、スポーツ外交の担い手がほぼ先進国・大国に限られていた冷

戦期と、上記のとおり新興国に広がっている昨今の状況を比べてみれば、スポー

ツを通じたネイション・ブランディングの取り組みには、きわめて現代的な特徴

を見出すことができるのである。

さらにこの視点を掘り下げると、ネイション・ブランディングは、ontological

security という概念で括られる一連の議論と接続することになる。ontological se-

curity とは physical security（国防）の対概念とされ、「国家レベルでも一貫した

自己アイデンティティを必要とし、そのように他国から見られたい」（Steele

2008 : 2）という動機に基づいて行われる対外政策であり、security という用語が

採られているように、より戦略的に対応する必要性が自覚されている。このよう

にネイション・ブランディングを ontological security 概念と重なり合うものとし
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て理解する場合、いわば、かつてオリエンタリズム（エドワード・サイード）概

念で批判された、欧米諸国から異文化に対する差別・偏見を伴う認識の前提に対

して、政府レベルの広報その他の行動を通じて実際に認識の変更を求める企てで

ある、という説明も可能である（Brannagan and Giulianotti 2015）。つまり、こう

した志向をもつネイション・ブランディングは、非欧米諸国の取り組み（の活発

さ）を理解する補助線となり、そこでスポーツというカテゴリーや活動に与えら

れる意味づけの特殊性を読み取ることが、当該社会（政府）の自己認識を理解す

ることにつながるものと考えられるのである。

3-4．小括

ここまで取り上げてきた 3つの概念・認識枠組相互の関係は、各概念の抽象度

に伴う包括性から「ソフトパワー⊃パブリック・ディプロマシー⊃ネイション・

ブランディング」の図式で整理される（図 1）。担い手の可能性として、ソフト

パワーの追求には非国家主体も含まれる。パブリック・ディプロマシーとして認

識される何らかの働きかけには、非国家主体との連携にとどまらず、非国家主体

が主要なアクターとなる場合もあるが、基本的には政府主導の活動を指す。ま

た、概念の具体性もソフトパワー、パブリック・ディプロマシー、ネイション・

ブランディングの順に高まる。これらの各次元において、スポーツ（種目）、

図 1 スポーツ外交に関する現代的な認識枠組におけるスポーツ関連諸要素の位置づけ
（出典：筆者作成）
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チーム、選手、イベント、その他関連する要素は、（適切に用いられれば）ソフ

トパワー資産／資源（soft power asset/resource）となり、外国の人々の自国に対

するイメージ・認識を肯定的に変化させると考えられているのである。

先行研究の整理からは、ネイション・ブランディングはパブリック・ディプロ

マシーの一つの手段であり、パブリック・ディプロマシーはソフトパワーの獲得

を目的として実施される、という相互関係を確認することができた。また、パブ

リック・ディプロマシーとネイション・ブランディングは、いずれも政府が外国

の多くの人々の認識に肯定的に働きかけ、変化させられるという前提に基づいて

いる点では共通している（Dinnie 2015 : 255）。

その一方で、前 2者は「他者の認知・受容」や「他者理解」を強調する一方

で、ネイション・ブランディングには、（a）「自分たちにとって望ましい（将来

の）自己像を物語化して提示する」や（b）「自分たちが望まないイメージを改変

するため積極的なアイデンティティ・マネジメントに取り組む」という側面も指

摘された。そこで挙げられる具体例も、（a）であれば（1990年代後半にブレア

政権下で行われた ‘Cool Britannia’ キャンペーンが失敗と評された後で）キャメ

ロン政権下のイギリスで実施された ‘GREAT Britain’ キャンペーン37がジェーム

ズ・ボンドのイメージを活用した38点や、（b）「らくだと武力紛争のイスラーム

という否定的イメージを変えるため」（カタール王族関係者、Kobierecki 2020 :

145）に、最先端の建築デザインを採用したドーハの都市空間にグローバルな学

術研究エリアを発展させようとするプランに見られるような、積極的な自己呈示

が特徴的である。さらに、新興国や体制転換後の社会において、（スポーツが媒

───────────
３７ GREAT Britain キャンペーンは、「2011年にキャメロン政権が翌年の 2012ロンドン大
会とエリザベス二世女王の即位 60周年に向けて開始した（……）英国の観光・文化交
流やビジネス機会の拡大を目的とした大規模な国際的なキャンペーンであり、英国に対
する認識を変化させ、経済効果を得ることを目的とした。英国がこれまで展開してきた
クール・ブリタニアとは異なり、現代的な英国だけではなく伝統的な英国にも焦点を当
てている（……）GREAT キャンペーンは、投資利益率が最も高いと見込まれる少数の
マーケットを選択し、集中的にプロモーションを行うというアプローチをとっており、
主に米国、ブラジル、ロシア、インド、中国等を舞台に展開された」（白井 2016 : 78）。

３８ ジェームズ・ボンド・シリーズの映画から印象的なシーンをピックアップした PR 映
像を作成し、ジャガーのスポーツカーなど映画に関連する商品の宣伝を、20以上の在
外公館等を通じて行いつつ、観光旅行促進のキャンペーンを行った。
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体となるか否かを問わず）ネイション・ブランディングを通じた積極的な自己呈

示が図られる傾向も指摘される。

こうした方向を推し進めていくと、やや極端な表現をとるなら、（ジェーム

ズ・ボンドのイメージがそうであるように）そこで提示される自己像が必ずしも

当該国（社会）の実態を反映していなくても、あるいは当該国民の同意を十分に

得られる自己像でなかったとしても、公的に呈示される状態を想像できる39。と

いうのも、それはその社会の理想的な／対外的な自己像を反映する物語であり、

さらには未来という時制において実現されることが期待される物語のなかで示さ

れる自己像でもあるからだ。そして、そのビジョンなりイメージなりに賛同する

人々が国内外で増えるほどに、その物語が実現される蓋然性が高まるという図式

になっている。将来的にその物語が現実のものとなれば現在批判している人々も

賛成側にまわるはずだ、という見立てが、政策を立案・実行する側にはあるだろ

う。より権威主義的な政体であればその物語が実現せず批判が継続しても、一方

的な自己正当化を繰り返すだけで意に介さないかもしれない。

では、図 1に示される認識図式を用いることで、関連する事柄をどのように理

解することができるだろうか。図 1において、スポーツ関連項目はソフトパワー

資産／資源として複数の層に位置づけられている。これは、たとえば同一の事項

であっても、その用いられ方によって、①「ソフトパワーの追求を動機とし、パ

ブリック・ディプロマシーを実施する際に、ネイション・ブランディングの手法

を用いる」事例と、②「ソフトパワーの追求を動機とし、パブリック・ディプロ

マシーを実施するが、必ずしもネイション・ブランディングのやり方は採らず、

そうした志向を有していない」事例、あるいは③「ソフトパワーの獲得につなが

るけれども、パブリック・ディプロマシーの形式の外部に置かれる」事例に区分

しうる、ということを指示している。ソフトパワーの追求という範疇の外部にお

けるスポーツ利用は、スポーツを利用した国家的プロパガンダなどが該当する。

これについては「当該国政府の意図としてはいわゆるソフトパワーの獲得を目的

として行ったのではないか」という見方もできないわけではないが、この図のタ
───────────
３９ これについては、そうした政策を推進・実行する行政側が「構わない」と考えていて
も、必ずしも当該社会の構成員の多くが「構わない」と考えているとは限らない。こう
した「政府主導の国民・国家イメージの表象」の偏向や問題点に関しては、Iwabuchi
（2015）が詳述している。
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イトルに「現代的な認識枠組」と表記している通り、現代的な文脈においてはソ

フトパワーの追求という範疇からは外れる。

たとえば、外国で活躍する選手を帰化させて代表チームの強化を図るという取

り組みを見るなら、移民政策を積極的に推し進めるフィリピンのサッカー代表

チーム（代表イレブンのほぼ全員が海外出身選手）にとって、それは①に該当す

る。その他、イギリスやオランダ、フランスのような多文化・多民族の国家にと

っては、自国の社会的・文化的多様性──そしてそこで開花する出自の多様な選

手たち──を間接的に表現する方策となるので、②に位置づけられる。しかし、

なかでも「オリンピック用市民権」として取り上げたイギリスやオーストラリア

の事例は、結果としてオリンピックにおけるメダル獲得数は増加したので、その

点において──事情を詳しく知らない外国人に対しては──自国の「優秀さや威

信」を高め、ある種の魅力をもたらすことになるかもしれないが、「スポーツを

通じた自国のユニークネスの PR」や「他国との関係を良好にする」わけではな

く、かろうじて③に入るものと思われる。さらに、本論で参照したような批判記

事を目にする外国人が増えれば、場合によっては③から外れることになるかもし

れない。

その他、本論で取り上げてきた諸事例は、図 1を用いることでどのように関係

づけることができるか、確認してみよう。①には、SMEs の開催に典型的である

ような、自国のイメージ向上を図るために政府が主体となって実施するさまざま

な取り組みが含まれる。そこには、何らかの形でナショナル・アイデンティティ

を戦略的に PR する機会が多く含まれる。②は、自国への肯定的な認識を高める

目的を持つ点では①と同じであるが、必ずしも自国の（文化的・存在論的）特殊

性に依拠する必要はなく、同時に、働きかけの対象となる人びとをより絞った取

り組みが該当する。アメリカ政府や日本政府が、スポーツ専門家を途上国に派遣

する事例は、対象国においてアメリカや日本のブランド認知は高まるかもしれな

いが、他国にとっては不可視の取り組みであり、グローバルな観点からネイショ

ンブランドの向上につながるものではない。もちろん、そうした取り組みを世界

の途上国 50か国に対して実施すれば、グローバルなネイション・ブランディン

グにつながるのではないか、という議論も可能であり、①と②が重なりあう部分

はある。ただし、そうした支援・援助プログラムは、基本的に「先進国から途上

国へ」というベクトルの下で行われるものであり、「途上国から先進国へ」、「途
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上国から途上国へ」というベクトルはない。②をそうした特徴から把握すること

もできる。また、パブリック・ディプロマシーの担い手としては、基本的には政

府であるが、その連携対象は非政府組織・非国家主体により開かれつつあるとい

う理解を反映させることで、①との差異化が図られる。③については、そもそも

ソフトパワー論がアメリカによる国際政治の方向性を意識して提起されたもので

あることから、②と重なる部分が多々あるのは、先に 3-1と 3-2の説明で確認し

た通りである。他方、パブリック・ディプロマシーという形式の境界として取り

上げた「ヒューマン・ライツ・ウォッチが、人権侵害の問題を有する特定国に働

きかけるために、IOC およびオリンピックを戦略的に利用する」事例などは、

パブリック・ディプロマシー概念を最広義に捉えれば②に入るかもしれない──

その活動を支援する政府が現れる潜在性はある──が、対象国の行為者としての

位置づけが小さいことから③に含めるのが適当であるものと思われる。あるいは

ドーピングに対して厳しく対応する環境を整えていることは、それ自体は当該国

の独自性やユニークな貢献を主張するものではないが、フェアでクリーンな姿勢

を示すことにつながっており、③の範疇に入るだろう。また、2-4の中で非国家

主体（IOC）による外交的機能について取り上げたが、IOC による国連総会のオ

ブザーバー資格の取得も③に該当する。それ自体は外交的効果の表出ではないに

せよ、その公的な地位の変更によって、その後に遂行する各国政府との関係・連

携活動に変化がもたらされる余地が生じるからである。

4．現代的なスポーツ外交の機能──その期待と現実

4-1．古典的なスポーツ外交と「21世紀的な外交」におけるスポーツの位置づけ

に関する共通点と相違点

まず、基本的な選択肢の形式にはいくつかの共通点・共通性がみられ、たとえ

ば「政治的敵対関係にある 2者がインフォーマルに交渉する機会となる」形式

は、冷戦前後を通じて変わらず活用されている（例：トルコとアルメニア、アメ

リカとキューバ）。また、パブリック・ディプロマシーというカテゴリーから整

理される昨今のスポーツ政策にも、以前から行われていた種々の関連政策との共

通性が見いだされた。たとえばアメリカ政府が、国内における人種差別に対する

国際的な批判をかわすためにアフリカ系アメリカ人のミュージシャンやアスリー

トを各国に派遣したプログラムや、新興国の若者をアメリカに「スポーツ短期留
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学」させた取り組みに類するプログラムは、現在でも変わらず各国で行われてい

る。「こちら側」の社会を理解し、良い体験記憶を有する仲間や支持者を外国に

増やそうとするのである。

一方で、先にネイション・ブランディングの取り組みに関して確認したよう

に、（ネイション・ブランディングの手法と重なる部分のある）昨今のパブリッ

ク・ディプロマシーの担い手には新興国も含まれるようになっており、担い手が

ほぼ先進国・大国に限定されていた冷戦期とは異なる実態であることが確認され

る。

パブリック・ディプロマシーについては、ナチス・ドイツが開催した 1936年

のベルリン五輪が目的としていたような、賞賛、リスペクト、正当性の承認、そ

してそれがもたらす共感に基づく威信の獲得という基本的なベクトルは現代にい

たるまで共通する要素である。けれども、同時代的状況におけるパブリック・デ

ィプロマシーがソフトパワーを志向する点で古典的な外交とは異なるという視点

を参照したように、その二つの間には質的な違いも認められる。Cull（2019）が

指摘するように、政治的プロパガンダの手段としてスポーツを利用する側は、政

治的イデオロギーの正当性をめぐる「敵か味方か」の二項対立図式を認識の前提

としたうえで、敵対者（潜在的なものを含む）への優位性を拡大し、最終的には

支配を目標とする。何のためにスポーツを政策課題として重視し、何のためにス

ポーツで勝利しようとするのかと問えば、それは「こちら側」のイデオロギー的

な正しさを証明するためなのである。政治的な正しさが（さまざまな分野で）人

的資源の開発や科学技術の成果を通じて証明され、現体制の将来構想とそこへ至

るビジョンの確からしさが信頼されれば、賛同者は「こちら側」へ加わり、同一

イデオロギーに基づく集合的アイデンティティを共有する社会の中で、最終的に

「他者」（価値観を異にする存在）が消失する状況を目標とする。この点におい

て、冷戦期にスポーツの勝利が政策的に求められる場合、ジョージ・オーウェル

の有名な表現、「国際スポーツは戦争から銃撃を除いたもの」40（Orwell 1968）と

いう喩えにおおよそ合致するものであった。

それに対して、現代的な取り組みとしての、スポーツを活用したネイション・

───────────
４０ 引用箇所の出典は 1968年刊行の論集だが、論考の初出は 1945年。https : //www.or-
well.ru/library/essays/politics/english/e_polit/

真宗総合研究所研究紀要 第 39号 151



ブランディングやパブリック・ディプロマシーは、「複数の他者が持続する」こ

とを前提とする。Aronczyk（2013 : 38）はネイション・ブランディングの取り組

みにおける実践的な課題は、「国際的に特別な存在であることを強調し誇示する

要素と、国際的な基準やコンプライアンスに従うという、ふたつの相矛盾する要

請の間のバランスを巧みにとる」点にあると説明し、Eggeling（2020 : 114）も

「スポーツを通じて（有形無形の）利得を得ようとする政府は、二つの矛盾する

方向性、つまり「他の国々とまとまろうとするベクトル」と「自分たちの優位性

を排他的に誇示しようとするベクトル」を同時に追求しようとする」と言う。

たしかに、ソフトパワー論がパワー概念を前面に掲げるように、「魅力を通じ

た優位性の確保」という視点の背後には、主体化を通じたシステマティックな権

力関係を再生産する（ミシェル・フーコー）ニュアンスや、さらにはイギリス帝

国主義時代の「英語を世界語にすることによる文化的（精神的）な支配が、剣と

大砲によるものよりも長期的な安定をもたらす」というビジョン（Crystal 1997 :

70）などを伏線として辿ることができ、必ずしも中立で友好的な関係性を目標と

するものではない。とはいえ、ソフトパワー論は、そもそも「相手がその気にな

らない状況では言うことを聞かせられない」現実を認める点、それに関連して

「こちら側のメッセージが意図した通りに伝わるとは限らない」という社会学的

相互作用論やコミュニケーション研究の基本的認識、さらには「PR のやり方を

誤ることによるソフト・ディスエンパワメント（soft disempowerment）のリス

ク」を認識する点において、軍事力と経済力を条件とするハードパワーが有する

強制力をもたないことの自覚はある。

そして、ネイション・ブランディングやパブリック・ディプロマシーの取り組

みがソフトパワーの獲得・増大を目的とするのであれば、その概念の前提とし

て、パワーを行使する対象としての他者の自律性・主体性が存続しなければなら

ない。そうした自他関係の中で、相対的な優位性が持続する状況を作り出すこと

が求められている。また、ある競合のゲームに参加しつづけることは、そのゲー

ムの存続、ひいてはそのゲームを成立させる集合的な意志に寄与することであ

り、その点において当該ゲームに参加する他者のアイデンティティとの接点が生

じると期待されてもいる（Dinnie 2015 : 120）41。

───────────
４１ 2013年 9月 7日にブエノスアイレスで開催された IOC 総会における 2020年五輪 ↗
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ジョン・アーリ（Urry 2003 : 87）は「グローバル・スクリーン」という表現

で、冷戦後の世界で各国の地域性・文化・国民がスペクタクルとしてグローバル

に呈示され、競合し、またそういう動きの担い手として国民が動員されていく形

式を指摘したが、そこで重要な役割を果たしているのが国連教育科学文化機関

（UNESCO）や IOC のような国際機関や国際団体──およびそれらと協働するメ

ディア・文化産業──であるとする。こうした議論の文脈に上記の Aronczyk

（2013 : 38）の認識をつなげると、昨今のネイション・ブランディングの実践的

な課題（としての隠れたルール）は、関連する国際機関が整備する「グローバ

ル・スクリーン」の形式に沿うように行われる必要があるものとして把握され

る。ここから、国際協調という理念の形式的側面が、間接的に、3-3で見たよう

な新たな競合関係を促しているとみなすこともできるだろう42。

ここまでの説明をまとめると、他国、すなわち他の社会との政治的関係の変化

を目論むスポーツ利用に関しては、一部、現在に至るまで連続性の見られる具体

的選択肢（例：敵対する政府同士がインフォーマルな交渉を行う場を確保する、

スポーツによる交流を通じた共感・相互のリスペクトを醸成する）がある一方

───────────
↘の招致最終選考の場で、日本の招致団によるプレゼンテーションは、「（世界のスポーツ
界ではドーピング、汚職、八百長が問題視されているが、それに対して）公正・公平
な、ルール順守の競技の機会を提供する」、「治安のよい安全な都市でイベントを開催す
る（犯罪が少なく、ライバル都市のイスタンブールで懸念されているような政治的対立
もない）」、「十分なスポンサー獲得によって、選手たち（さらには海外からの観客）に
望ましい滞在環境を提供できる」点を強調していた（https : //www.kantei.go.jp/jp/96_abe/
statement/2013/0907 ioc_presentation.html ; https : //www.huffingtonpost.jp/2013/09/07/olym-

pic_candidate_tokyo_presentation_n_3886260.html, 2022年 2月 12日アクセス）。この場
合、核となるメッセージは「公平・公正な世界をつくるために日本の経済力を活用す
る」である。

４２ こうした「グローバル・スクリーン」が原理的にはらむ問題として、Iwabuchi
（2015 : 4-5, 110）は「国民文化を代表する媒体が社会内部のさまざまな要素を排除する
と同時に本質主義的になる傾向がある」点や「敵対的ナショナリズムのフレーム」の拡
大再生産に寄与してしまう点を挙げている。同様の視点として、渡辺（2011 : 121-122）
は「ソフトパワー論は旧来の本質（原初）主義的でナイーブな「国民文化論」を再生産
しかねない」側面を取り上げ、「国内におけるイデオロギーや利害の対立、あるいは社
会的・文化的な多様性や多声性を捨象したまま「国家」と「文化」を一括りに論じてし
まう危険性」があることを指摘した。
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で、スポーツは「競争相手を最終的にどうしたいがためのツール・媒体なのか」

という点で、冷戦前後の時期においては大きな違いが見られる、ということであ

る。その違いは、最終的には他者の消失を目標とする認識図式のなかで競争相手

を位置づけているのか、他者の自律的な存続を前提としたうえで相対的優位性の

持続を目標としているのか、という点に求められる43。

4-2．曖昧でトリビアルなものの機能

2021年のオリンピック東京大会は、コロナ禍における開催ということもあり、

その是非をめぐって世論に大きな溝が生じた（「開催よりも感染症対策を優先さ

せよ」）。この図式は、2016年のリオ大会でも類比しうる構図として現れていた

（「五輪を開催する予算があるなら、国内の貧困・格差問題の改善を優先させ

よ」）。こうした状況はスポーツをめぐる政策決定に関してはむしろ例外であり、

スポーツ政策から社会を二分するような強度の論争が生じることはあまりない。

一部の熱狂的なファンはいるものの、スポーツはいわゆる「生活必需品」ではな

く、多くの人々にとっては気晴らし・息抜きやエンターテイメントの一つという

位置づけであり、そうであるがゆえに、逆説的に非日常的な体験や感情をもたら

し、義務・責務とは異なる形で日々の楽しさ、人生の記憶を彩る機会を提供して

くれるものでもある。Rofe（2014 : 1137）は、マンチェスターユナイテッド FC

を、そのグローバルな人気からイギリス社会にとってパブリック・ディプロマ

シーの担い手とみなしているが、同クラブが日本で親善マッチをしたとして、

───────────
４３ この点に関して認識を発展させる方向性を示す議論として、青木（2003）が言う「多
文化世界」論がある。そこでは、ナイのソフトパワー概念を参照しつつも、「覇権的な
拡張」を目標とする戦略的側面は捨象した上で、各文化が相互に「文化度を高める」
（青木 2003 : 196）努力をするなかで相互に文化力を向上させ、結果としてグローバル
な文化的多様性が維持されるビジョンが提示される。一つの基準のなかでの競争がもた
らすものとしてのソフトパワー概念の認識は、スポーツ分野においてはサッカーの
FIFA ランキングやオリンピックのメダル獲得数ランキングなどと親和性がある。それ
に対して、複数の基準を通したソフトパワー獲得の競合については、たとえば新たなス
ポーツを作り出し、その魅力をアピールする中で参加者を増やしていく形や、特定地域
にユニークなスポーツを（状況に応じてリバイバルし）、地域性を開くなかでグローバ
ル化していく形、あるいは既存のスポーツ種目に新たな解釈や認識を反映させ、種目の
特性を変化させていく形などを想定することができる。
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「文化的侵略だ」と反対する者はいない44。Kobierecki は「今日スポーツが政治的

な意義を持つことに疑いをさしはさむ人はほとんどいないが、スポーツは依然と

して政治の外部にある」（2020 : 86）と現状を認識した上で、「スポーツはその主

張の希薄さと順応性によって外交ツールに新たなレパートリーを付け加える」

（2020 : 26）という。Eggeling（2020 : 99）は、スポーツは（政府にとって）政治

的な成果を主張する際の相対的に「非論争的な」手段であると認識する。Murray

は、古典的な「ハードな」外交オプションと比べると、スポーツ外交は「とるに

足らない」（Murray 2019 : 3）ものとされてきた経緯を指摘していた。

しかし社会システムには、公的空間や日常生活の維持・存続に必須とはいえな

いものの、システムの動態に対して肯定的な機能を果たす要素もある。たとえば

ソーシャル・キャピタル論では、「弱い紐帯の強さ」（Granovetter 1973）という

視点が注目され、日常生活や普段の業務で直接関係を有する「強い紐帯」を共有

する人間関係ではないものの方が、イノベーションや危機の状況における解決策

の模索に有効な場合もあることが指摘されてきた。やや距離のある人間関係は、

場合と状況によっては、より効果的なコミュニケーションを生みだしうるという

逆説に基づく説明である。現代のグローバル状況におけるスポーツの役割や機能

を論じる際にもその論理を適用して考えることはできるだろう。つまり、（冷戦

下と異なり）向かうべき方向性や秩序をめぐる統一された規範を多様なアクター

間で共有できず、かつ「複数他者の存続を前提とし、その中で自分たちの相対的

な優位性を持続させる」ないし「勝ち続けることが望ましいが、圧倒的に勝って

はいけない」、すなわち「ランキング上位を一定の幅の中で上下しているような

状態を目指す」政治的ポジショニングを現代のグローバル状況の要請と措定する

なら、そこにおいて上記のようなスポーツの性格が独特の役割を期待されること

になるのではないかと考えられるのである。

たとえば、2022年サッカー W 杯開催へ向けて、カタールは「途上国における

サッカー普及を推進するために、大会後にはスタジアムをユニットごとにばらし

て運んで、そうした国々へプレゼントする」ことを約束した45（Brannagan and
───────────
４４ マクドナルドのフランス出店にあたって文化的侵略であるとする反対運動があったの
とは対照的である（Northcutt 2003）。

４５ これについては、「そこまでしてわざわざカタールを開催地としなくても良いのでは
ないか」と批判を受けたことを、カタール政府関係者も認めている（Brannagan and ↗
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Rookwood 2016 : 178）。ここでは、W 杯開催にあたり、大会後に途上国に最先端

のサッカー施設を譲渡することで、各国の若者の潜在性を発掘・開発（人的資源

の開発）するのを手助けし、それらの国の競技能力の向上に資することで市場を

活性化し、経済力の向上に寄与する（経済開発）という大義名分の物語をつけて

いる。2020年オリンピック開催地の最終選考（2013年）において、日本の招致

委員会は、安心安全──当時は感染症ではなく治安の面で──な会場で、公平・

公正な競合の機会を保障することを約束すると同時に、そうしたフェア・プレイ

の精神がグローバルに根付いていくのに大きく貢献したい、とアピールした。

開催にあたっては、こうしたタイプの言説──自らのユニークな働きかけはグ

ローバルな普遍的価値とつながるので「善い」ものである──が要請されるので

ある。と同時に、こうしたタイプの言説は、それ自体が直截的な反論の対象とな

りにくい。途上国の若者の潜在性を開発し、フェア・プレイの精神がグローバル

に根付くことに反論する者は少ないものと思われるとともに、そもそも反論する

ことのメリットもあまり感じられない。しかし、こうした正当性を提示する言説

の特徴は、手段と目的の関係が曖昧である点に求められる。W 杯やオリンピッ

クを開催することで途上国の若者の潜在性がどのように開発され、フェア・プレ

イの精神がどのようにグローバルに根付いていくのか、検証するアクションは実

施されないし、実施を求められることもない。さらにいえば、理念的なゴールは

示されるが、そこに至るプロセス──そこにおけるスポーツの機能──は検証し

ようがないという形の曖昧さがある（預言的である）。逆にそのプロセスが明確

になってしまうと、そこに批判対象が生まれることになるのである。スポーツと

いうカテゴリーの社会的な性格として、政治の外部にあり（Kobierecki 2020 :

86）、政治的な成果を主張する際の相対的に「非論争的な」手段である（Egge-

ling 2020 : 99）という認識を取り上げたように、本来論争と政治が不可避である

上記のプロセスに対しては、スポーツのさまざまな要素が機能するかもしれない

し、しないかもしれない──という以上の公的な検証メカニズムはない。他方

で、スポーツの機能に伴うこうした曖昧さは、複数アクターが競合しているゲー

ムのなかで「圧倒的な勝利」を持続的にもたらしたり「他者の行動変容をコント

ロール」したりする条件にはならない。北田暁大（2000）が現代社会における

───────────
↘Rookwood 2016 : 178）。
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人々の広告に対する見方・姿勢を「気散じ」と呼ぶ──「われわれはそんなに真

面目に広告を見ているのだろうか」──ように、現代社会／グローバル社会にお

けるスポーツを通じたアジェンダ・セッティングの強度・程度は一層ぼんやりし

たものになっているとも考えられる（「われわれは、そんなに真面目に勝敗や記

録を記憶しているだろうか」）。

一方で、政策立案・遂行の立場からすれば、曖昧な断片としてのイメージやメ

ッセージが、外国人が自国に対して有する印象の総体に影響を及ぼすことへの期

待（アンホルト）を捨て去ることも難しいだろう。民主主義的な政治や市場成長

の基本条件として、将来へ向けた肯定的な期待を共有させる──その可能性、実

効性、現実味が希薄／曖昧であっても──ことによる集合的動員がある以上、期

待を喚起する（余地のある）レトリックは常に活用の方途が探られることにな

る。このような状況においては、逆効果（ソフト・ディスエンパワメント）にな

らない──深刻なアジェンダとならない──範囲内で、他者に対して持続的に

PR し続けるレトリックとしてスポーツの曖昧さを位置づける工夫をどのように

行いうるかが、その政治利用の有効性を分かつ要件になるものと考えられる46。
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